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1.はじめに

l.1 柑究の巨的

規制青葉においては､企業の構造､行動に対 して監督官庁の規制を受け､企業の

意思だけで自由に事業領域の設定ができない(電気通信業界を悦にとると､業界を

とりまく環境変化は巨ざましく､技術革新により新 しい製品やサービスが次々に開

発され､登場 してきており､コンヒ｢_一夕や放送との境界がデジタ ル 技術によ-:-て､

従来の業界区分は急速にあいまい化､融合化 しつつあるっ

規制の中心をなす法律はメディア別の法体系をとっており､例えば電気通信業界

は電気通信事業法を中心とする各種法律により､また放送業界は放送法によって明

確に区分されている: その結果､規制法律によって､業界が形成され､各事業者は

その規制枠内で競争する構図をとることになるが､利用者の要望はますます恵庭化､

多様化 し､これに対応 して次々に登場 してくる新規サーービス､新規事業は既存の規

制ルールではどのように位置づけられるのか事前に予測できない｡

従来の競争戦略構築論では､事業の根幹である事業者の構造や行動を規制する規

制者に対する取り扱いが軽んじていたきらいがある.｡ また､業界自体が隣接する業

界と融合化 しつつある状況では､従来の規制枠にとらわれた業界内だけに着目した

競争戦時では片手落ちになるため新 しい枠組みで業界を再定義 し､その上で競争戦

略を立案 しなければならない.,-方､規制を受けている企業の中には規制された枠

組で市場を見るのではなく､利用者ニーズの発見 弓巴握に努め､技術革新を背景に､

従来の規制枠内では実環できないと考えられていた新たなサービスを開発 し､競争

を有利に導いている企業があるっこれらの革新的な企業は､従来の業界構造､領域

を破壊 し､新たな業界を形成 していくこととなる｡ その際､業界を形成する各事業

者は顧客の獲得をめぐ二了r幸うことになるが､敵対的な関係としてとらえるだけで

は十分ではなく､補完的生産者や供給者などとの関係をも考慮する必要があるっ

本研究では､業界を形成する各主体者の関係を示 した l一業界モデル｣を提案するこ

このモデルをもとに､規制産業における競争戦略を有利に導くための ｢業界変革モ

デル｣を提案する｡ これらの業界モデル及び業界変革モデルを､規制に果敢に挑戦
し従来の業界概念を打ち破り新たな業界を創造 した企業に適用する｡ さらに､報告

者が勤務する企業が属する業界をとりあげ､業界モデルを適用 し､ 自 企業による業

界変革の一助に賛することとする｡.



1. 2 研究のフレーム

本研究のフL/---ム手回 l.lL-示す_.本研究を進めるにあたり､まず先行椋究の

整理を行った√.基本的な用語の定義はD.F.工-ベルの ｢一事業の定義｣による､､
自社と競争企業を競争の観点から比較する場合には､同様に､D.ド.t-ベルの

:rデュアル ･ス トラテジIJの "競争者の差/ii_:化の氷Iiは デル"を利用する･
業界モデルを形成する主仕事を明らかにするため､はじめにM.E.ホ-タ-の

丁競争の戦略｣の L̀5つの競争要因■'をベ-ス工して競争が形成される状況､業界

概念および基本的な収益性を規定する5つの競争要岡について整理するo 業界概念

については､根来の ｢競争戦略論における遭界喝念_を参考とした､次に､B.｣.
ネイルバフ&A.M.ブランデンバ ー一方-の ｢コ一一一べティション経営_jにおける -̀補

完的生産者約の概念を取り入れ､競争と協調の両面から顧客､競争事業者､供給者､

補完的生産者および自社との関係を価値相関図により整理するO

これらの先行研究を検討した結果､価値相関B]をベ-スとして用い.さらに規制

産業を対象としていることから主体者として新たに l■規制者"杏 "競争と協調のゲ

ーム"の参カロ者として力]えた業界モデルを提案する｡

業界の変革をそれ以前に冬競争事業者が持っていた業界に対するイメージや業界

の定義を変えることであり､新 しい業界イメージを確立するための移行過程として

とらえる｡そして､競争者のjY-別化の氷山モデルで表 した自企業と業界を構成する

魯主体者の関係を示 した業界変革モデルを提案する｡

次に､業界の変革を行った企業をとりあげ本モデルを適用 し､業界を形成する主

体者､各主体者の問係が業界変革の前と後でどのように変わっていったか､また業

界の変革を行い得た源泉､理由について検討を行い､モデルの有効性を確認するっ

最後に､報告者が勤務する企業において新規事業を行う場合を想定して本モデル

を適用 し､白企業の変革､業界の変革にあたって鍵となる規制者に対する戦略と補

完的生産者に封する戦略を提案する0

2.業界モデルの構築

2.1 業界の定義

本研究では､規制産業に着目しているため､規制のフレームを用いて業界を定義

する.J そして､業界を ｢規制の枠組みで形成される産業で､顧客をめぐって競争と

協調が繰りひろげられる堤.Jと定義する(､規制の枠組みで形成される産業とは､メ
ディア別に規定された法律で明示的に規定された産業をいい､例えば通信業界とは
電気通信事業法で規定される産業を示 している{j

2.2 業界モデル
先行研究の調査から得られた知見をベースに､新たな視点を力t]え､業界モデルを

構築するO 業界を構成するこれらの7つの主体者 ::自企業､規制者､供給者､代替

品供給者､新規参入者､競争事業者)の関係を示した業界モデルを図2.1に､ま

た展痛 に漬目した業界のイメージを図2.2に示す､1ここで､規制者とは主として
業界を規制する事算法の監督省庁が該当する..補完的生産者とは､白企業以外のブ
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レイヤ ･･･の製Luuを繭零が,::-JW-]したときに､そIIILを所有 しないときよりも自分の製品

の顧客にと一十Fの竹 丘が増力【三する場合､あるいは供給者が自分以外のブレイヤ-に

も供給 しているとき､そうしない場合よりも自分への供給が魅力的となる鳩舎､そ

のブレイヤ-を!::分の補完的生産者と呼ぶ:､

この業界モデルは､硝客の独得をめぐって､古主体者が相互に関係することを示

している.:,例えば､亘許蕪は､E]企業､競争事業者や新規参入者の提供する製品 ･サ

ービスと代沓品供給者が提供する代車製品 ･サーービスについて比較選択を行うため､

白企業と競争事業者､新娼参入者及び代替品供給者は一般に競争関係となる､､正利

著については､自企業､競争事業者及び新規参入者に対して規制は匡蛙的に作用 し､

大きな影響を与えるO また､供給者､補完的生産者や幕藩にとっても間接的ではあ

るが規制の影響を受けるO

2.3 業界変革モデル

業界の変革とは､従来の業界に対 して新 しく生まれた業界が何 らかの価値を創造

している場合を指す､

図2.3に業界夏草モデルを示す.っ図で ｢ト>｣は､主体者間の相互作用を示すI.j
｢ヰ ｣で示される領域は､魯主体者の活動によって業界の範囲が影響を受けてい
る模様を表 している｡ この業界変革モデルでは､業界を形成する各主体者が相互に

作用する領域を業界プレーンと呼ぶが､ここで氷山モデルで表される自企業､競争

事業者などにおける事業の定義と彼らの市場戦略とが交是するJ

3.事例研究

3.1 業界モデルの適用

事例としては､規制の強いといわれる業界で許認可の壁をひとつひとつ崩しなが

ら､他社が敬遠してきた市場に着目し､品新の技術によって試行錯誤を重ねながら

新しいサ-ビス､業界を創造したヤマ ト運輸 (樵)をとりあげるO

図3.1に､宅急便サービスにより新たに宅配便業界を創造 した際の業界モデル

を示す-.宅急便サービスを始める前と後の業界モデルを比較することにより､ゲー

ムの参加者である主体者をどのように巻き込んでいったかがわかる｡ 変革後のモデ

ルには､規制者として監督官庁である運輸省の他に多彩な主体者が登場 してくる,,

例えば宅配便の迂貰認可においては､新聞広告を活用 し世論の支持を得るとともに､

公正取引委員会､総務庁､臨調など他の政府横間の支持を受けることにより監督官

庁の規制緩和を引き出している｡ また､補完的生産者としては取次店､デパー ト､
辞誌杜､名産品店などが該当する｡ これらの主体者が提供する製品 ･サ-ビスによ

って宅急便の迅速性､利便性､安全梓実などの価値が増力ロするが､その多くは同時

に宅急便サービスの醸害でもある｡

3.2 業界変革モデルの適用

図3.2に宅急便サービスによる自動車運送業界の変革モデルを示すOこのモデ

ルは､業績､市塙戦略､事業の定義とい･つた目に見える相違ばかりではなく､資源､
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能力､組織の仕組み選び戦略意図といった隠れた競争が自企業の変革､ひいては業

界の変革に大きな影響を持つことを示竣 している:,

ヤマ ト辻輪のケ-スは､iB.制芹業におい~-L'業界の変革を行う上で規制を壬服する

ことの章票性を敢えてくれる.､ 衷 3.1へ･3. 3は､業界変革モデルにおける自企

業の取り租み､各主体者との関係及び規制克服の具体的な事例として示 したもので

ある0

4.業界モデルの遣用

報告者の勤務する企業が属する電気通信業界は､昭和60年の通信自由化以降､

多くの参入企業を交え､従来の独占体制から厳1Jい競争環境に移行 した｡.さらにボ

ーダレス化､技術亨群を背景とした規制緩和により既存の規制の枠組みは急速に崩

れつつあり､競争は激化する-方である｡

泰研究では､他の通信方式に比較 し､同報性､広域性､耐災害性などの特徴を持

つ衛星通信事業を取り上げ､昨今新サービスとして菅場 しつつある衛星インターネ

ットなとのマルチメディア衛星通信と呼ばれる新サービスを行う場合を想定し､競

争戦略を構築する視点から業界モデルの適用を行1-.I,た,､マルチメディア衛星通信サ

ービスは､衛星を利用 した高速のインターネット接続や衛星デ-一･タ配信こ∴よる企業

内ネットワ-クの構築などを包含するものである-} 図4.lL-_マルチメディj77衛星

通信サービスのサービス領域を示す.-Jサ･-ビス導入後における業界モデルを碩討 し

た結果､驚星通信機器メーカにカロえ､他業界からの参入が予想された∴

規制者としては､監督官庁である郵政省に加え､WTOが登場 してくる､電気通

信は長年 ITUの支配下にあったが､平成9年2月のW'r~0基本電気通信交渉の結

果､外資規制の緩和などが合意された..,つまり､従来は主として国内の論理で､ま

た電気通信という枠の中での規制であ-I:)たのが､資本の論理や顧客の論理によって

規制のあり方自体が変わっていくことが伺われるこ.

補完的生産者については､利用範囲が格段に広がること､また般零が従来の企業

中心の利用から一部の-嶺利用者までを取り込むとすれば､様々な主体者が章堤し

てこよう｡ インタ-ネットプロバイダについては､このサービス基盤を使って-般

利用者向けにインターネットサ-ビスや惰弱提供を行うことが想定されるが､その

場合には肩頁零であると同時に一般利用者の層を拡げかつ自社の荘星インJj-ネット

サービスの拡大に貢献する一. また､コンテンツ提供者についても､1/i-:星インタ-ネ

ットサービスや衛星データ配信の基盤を利用し.て例えば会員に有益な情報提供を行

うことは自社のサービスの魅力を向上させるのに役立つ｡その結果､衛星通信を接

として従来の通信業界と放送業界が融合された領域に､変革された衛星通信業界が

誕生することとなる:この変革された衛星通信業界は､過信の業界からは1:nの

不特定多数あるいは多数の会員を相手にする ｢通信｣リーービスが､また放送の業界

からはインタラクティブな新 しいタイプの .-放送｣サービスが競合する領域であり､
新 しい業界が創造される.:. その結巣､サービスの実熊に合わせ､メディ-j7別に規定
された規制法律の大幅な見直しが行われることが想定されるQ



ホ3.1 日企其の変革の取組み

r氷山モデルJ 具体的な施策､策梅内晋 補足蛇明 く神曲) 界変叢と各主体者との関係

輿緒

市場戦時/ LT)コマ-シt.ルを手垢 0)(湖在中辛を掘り恕こす)

串策の定頻 ②迅速性､利便性､寮費確菜､分かり易い還溝を案現厨 ◆Jt.-トj-カとの取引を中止 喧小南袖を受け取りに行く､嬰日密送実覗- 黄3.2

i-③.(1 主体者 鼎体的な主体者 ttIきかけJ)考え方､ 参考 日産束はどうか)

頗寄 一般消す音テ'ハ●-ト/メーカ ①小雨杓を受取りに行く ほ喜j硬性∋②翌日配嬢をモットー (迅速性) +小荷榔 与っていくら

清原/能力 ①ネットワ-クの充実I)柁埠､尊書所の全笹展開 ㊥三線i の ぞ
くさ雌も0システム叫人 (貢全碕黄) 甘酸漣ヨは約束できない

2)取次店 ど七光;@:③;罪機f ⑥ソ■-ン/サ伯'別料金 (分り易い運 耳小荷物の過恥 二時間辛

3)NEMシステL.など②商品開発力③規制を乗り越える能力 ! 斗) 寮3.3 規制寛濃の具体例

⑤司 ヨ止①- 鎗景勇 事例 具体的な取組 .内誓 従来,佃41の対応

L 猿堺の常漁 ①青む律でもビジネス①椛KOシュテムなど-般消 ◎ 務汲向け の 事 業 シ ス テ ム

を変えた にTjることを示した②拙戦喝を採算にのせ氏③貸付/取次店に葉ふ 無音対応に事轟システムを再構築した となっている②運送会社は伽をやらない○伽をかl'-する焚

規制者 運輸省､鮎政審

柏韓の仕組み A柱宮体制 (SD) i決ヨ 公取藩など 規鶴∃能! ②TV､升 寸､新開告を使い需要部選を汚

⑦小クループ利(へ◆テランSO◆新人SD) ②fも確③空文-,I(良く) ②世 つた(卦米屋などの取次店は上は期待できない③運送会11は荷主も事

供給者 自動畢会社 尊等

③歩き回る密来所 梢重臣シ又テム憲絶舶 供給食草土 ②附#*て佃 を起用した①羽金確下げ申嘉寿をし配達の}勃均を持ち､宅配と寮鹿の架け機の役割を果たした④利用促進.愛国翌日配遠の早期薬現､サーヒ■井者t'運送の7◆Dであった@料金は儲上げするも補完的生産者 取次店産癒廉馨 ①-
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5.結論
本研究では､業界の定義事･事業法に求め/i:そし~-L'事業法での規制フレームに着

RLIr業界と製品 ･サービスの関係を示しノ､かつそれらの製品 .サービスを堤根す

る主体者たちが､罷頁客の托得をめぐって競争と協調が繰りひろげられる場を業界と

定義した._,そのため､業界の把握が容易となる反両､規制フレームが提供者や規刺

者の論f･qiで蓑,tj.定することが多いこと､さらに過去あるいI,ま現在の論理で規定したも

のであることからくる2つの限界に直而する｡

しかしながら事業法による業界の定義は､このように一定の限界を持つものの､

業界の把握を容易にずる面もあることを忘れてはならない｡即ち現状における事業

法における規制フレ ムで一･一･一旦業界をとらえ､この便宜的に設定された業界と事業

者が認識する業界､締巷が認識する業界のギャップを見つめることによって新たな

需要創造に活かすことが可能となる√.,

本研究で提案する規制者と補完的生産者に后目した業界モデルは､

土業界の定義を事業法に求め､規制の強い産業を対象としたモデルである

､～.業界を形成する要田を同じ次元の主体者に統一して表わされ､扱いやすい

し対酎酎日間'図をベ1-1スとして作成 したものであり､誰が本当の協調者で誰が本当の

競争者であるかを検討する場合に役立つ

す､淵制者は業界を形成する主体者のひとりであり､規制は社会のニーズや技術革新

によって変更可LHL巨なものとしてとらえている

という特徴を持つ.､

今後､新規事業を展開していく際には､次々に発生するであろう課題を解決 し乗

り越えていくプロセスを通 して､本研究で提案するモデルの有効性､課題を検証 し

ていくL.J 氷山モデルでいう隠れた相違の宍に分の充実に力を注ぎ､白企業の変革とさ

らには箕界の変革に徹力ながら寄与したい｡

主要参考文献

[llD.｢.ユ十へ､､ル著.石井淳戯訳 :事業の定義.千倉書房. (19封)

[2]Ⅰ).F.エーへやル著,小林- 1二瓶貢情調 :デュアル･ストラテゾ-.白桃書房. (199.rl)
[3コ:L･.1.1I./rJ-タ-著.土岐伸他訳 :競争の戦略.タ､､ィヤモンド社. (=182)
[4二根来龍之 :競争戦略論における ｢業界概念｣.産能大学紀要,買lo券.
第2号† 拍98射
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コーぺティション経営,E]木柱溝新聞社. (1997)
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(内容の要旨)

番課題研究は､規制産業における競争戦略の構築に鷺するため､業界の定義､業

界と製品 ･サー-ビスの笥係を明らかにし､業界モデルとその業界を変革するモデル

の提案を冒うものである､､ これらのモデルを用いて､業界の変革を行った企業並び

に報告者が勤務する企業の事業に適用 し､その有効性と限界を棉討した｡

業界の定義は規制産業を対象とするため､便宜的に業界法を拠り所としているO

利用者ニーズの高度化､多様化あるいは技術革新によって､業界法によって規定さ

れる業界の境界と業界を形成する各事業者の活動領域にズレを生じてくるO その

際､従来の規制によって形成された業界を踏み出し､利用者ニーズに沿う新サ-ど

スを他社に先駆けていち早く導Åした企業が競争戦略上､有利となる0

本糟究では､規制甘苦を対象としており､通信のようなネ､:.Jトワ-～--Jj型の廿.ど

スにおいては補完財が競争戦略上兼きな役割を果たすことに着目し､B.I.細 粧 プ&
:ll..tTl.フ小ランf､､ン吉-那.の コ--ヘテシて1ンの価埴相関図｣に規制者と補完的生産者を/1jE
え､箕界を形成する各主体者の関係を示 した l楽界モデル｣を提案するJ このモデ
JL,は､業界を形成する要因を同じ次元の主体者に統一i,--L'表現 L,扱いやすくし.､誰

が本当の競争者で誰が本当の協調者であるがを検討する場合に役立つO

また､ ｢業界変革モデル｣は､業界を形成するこれらの主体者で構成される業界
プレ-ンと:汁.T.Iへ~､JJノの競争者の氷山モデルで表した白企業と競争事業者をひとつ

の凶に表 したもので､自企業の変革と業界の変革のかかわりを示す｡即ち､業界を

変革 弓~るには､まずもってEl!企業の変ILYiとさらに競争者への差別化が必要とされる

が､差別化には業績､市塙戦略や事業の定義といった目に見える競争ばかりではな

く､資源､能力､組織の仕組みや戦略意図とい･)た隠れた競争が大きな比重を占め

ると考えられる:.

これらの業界モデル選び業界変革モデルを規制に果敢に挑戦 し新たな業界を創造
した企業であるヤマ ト運輸に適潤 し､企業の競争戦略を構築する上で自企業の変革

と業界の変革が密接に関係 していることを見る｡

最後に､報告者が勤務する企業における新規事業を行う場合を想定して奉モデル

を適用 し､自企業の変革､業界の変革にあた-=て鍵となる規制者に封する戦鴫と補

完的生産者に対する戦略を提案する｡

産能大学大学院 経営情報学研究科 (修士課程)
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箕界の再定義に関する研究

規制者と絹完的生存者に着目した業界変革モデルの構築

特定課題の研究

小林 満男

Mitsuokobayashi

(研究指導教員 根来 龍之助教授)

1,序論

1.1 問題提起

報告者の属する企業は､典型的な規制産業に属 しているため､企業構造､企業の

行動に対 して監督官庁の規制を受けているO 具体的には､企業組織の構造､事業領

域の設定､競争戦略の構築自体に規制が大きく関わっており､企業自身の意思だけ

で勝手に事業領域を設定したり､競争戦略を構築 したりすることはできないo電気

通信業界を例i:-_とると､業界をとりまく環境変化は日ざ;.L=しく､技術革新により新

しい製品やサー一一ビスが次々に開発され､登場してきている ､ また､電気通信に隣接

するコンビ⊥---タや放送などとの境界がデジタル技術によ-二)て明確な区分が困難と
なってきている,: つまり､従来の業界の枠､境界1,_t急速iLl.あいまい化 しつつあり､

それらは互いにオーバーラップし､かつ融合化 しつつある:,

規制の中心をなす法律はメディア別の法体系をと一二)でおり､例えば電気通信業界

は電気通信事業法を手心とする各種法律により､また放送業界は放送法によって明

確に区分されているこその結果､規制法律によって､業界が形成され､各事業者は

その規制枠内で競争すが貴国をとることになる｡ しかしながら利用者の要望はます

ます高度化､多様化 し､これに対応 して新規サービスが次々に登場 しているが､そ

のサービス､事業は既存の規制ルールではどのように位置づけられるのか事前に予

測できない場合もある-. つこ+L=り従来業界ととらえていた領域が急速に変貌 しつつあ

るといえる｡

このように規制青菜において､かつ急激に環境が変化 しつつある状況において競

争戦略を構聾する場合には､自らの事業領域を再定義することは必須であり､その

際､前書の獲得をめぐって各事業者たちが競争する場である業界について再定義を

行い､どのように業界を変革 していくかが重要な?.yb.年数鴨となる､〉

従来の競争戦略構築論では､事業の根幹である事業者の構造や行動を規制する規

制者に対する取り扱いが甲んじていたきらいがあり､そのまま規制産業に適用する



には無理があるように思われるO また､業界自体が隣接する業界と融合化 しつつあ

る状況では､従来の規制枠にとらわれた業界内だけに着目した競争戦略では片手落

ちになるため新しい枠組みで業界を再定義し､その上で競争戦略を立案 じなければ

ならない.こ.つまり､革新的な企業の競争戦略が従来の業界構造､領域を破壊し､新

たな業界を形成することとなる｡ その際､業界を形成する各事業者は､藤客の獲得

をめぐ･::.-r争うことに在るが､敢対的な笥係でのみとらえるだけでは十J/lではなく､

一方では自社の提供するサ-ビスの拡大や新しい業界を形成するための補完的生産

者を発見したり､協力者を得ることも必要である｡

規制産業では､その規制ゆえに自らの事業領域を規制の枠内にとどめている企業

は多いのではなかろうかoあるいはまた､ ｢規制の目｣で利用者ニーズを見ること

に惰れ､真のニーズの発見や把握を怠っ■ている傾向:<+>ないだろうか,J

規制は事業者の事業活動を制約するが､一方では参Å規制等により新規参入者に

対して障壁をもたらす雪があり､この場合既存事業者にとって権益をもたらすこと

になる_, 規制を受けている企業の中には規制された枠組で市場を見るのではなく､

利用者ニ-ズの発見 暮把握に努め､技術革新を背景に､従来の規制枠内郡蓬莱現管

きないと考えられていた計たなサ-ビスを開発し､競争を有利に尊い-rいる側があ

るO 従って､規制によって秩序づけちれ形成された従来の業界を､利用者のニーズ､

目的を支援する立場から見直しを行い､競争に参加する顧客､競争事業者､供給者

等との問で繰りひろけちれるゲ一一ムを競争と協調の両面からとらえた新しい業界モ

デルの構築が期待される ､

1.2 研究のねらい

規制産業では､1一･一般L_-.業界のあり方を規定した業界法L-.よっ1-('業界が形成される.I..

し.かしながら､利用者二･一ズが高度化､多様化すること工よ･了rまた技術革新によ

って新しいサービスが登場するため､業界法によ･_7--L'規定される業界の境界と業界

を形成する各事業者の活動領域は必ずしも-致しない:..往/Jにしてそれらのサ--ビ

スは既存の規制ルールに抵触 したり､あるいは規制範囲外であって新たな規制の枠

組みができていない場合がある｡ この場合､企業活動が従来の規制枠による業界内

にとどまっている限り.､新サービスは開始できず利用者ニーズに応じることはでき

ない｡このような状況にJ:.さいて､従来の規制によって形成された業界を踏み出し､

利用者ニーズに沿う新サー-ビスを他社に先駆けていち早く導入した企業が競争戦略

上､有利となる-:

規制条件を乗り越えるには､規制当局の承認が必要なことはいうまでもないが､

利用者ニーズが十分に強くそのサー一･一ビスが別席者の援護を受けていることに加え､

実現する上での技術的な裏付けがあり､また倫理的､社会的な面においても十分に

納得が得られることが必要となる.､ これらの条件を満たすことによって始めて､従

来の規制枠内に安住 していては乗り越えられなかった新サービスが誕生する,J 規制

下にある企業が成長発展する上で規制をどのようにして乗り越えるかは競争戦略上

重要な課題となるO

そこで本柑究では､業界を形成する各主体者の附 薬を示した ｢業界モデル｣を提

2



寮するO このモデルをもとに､規制産業における競争戦略を有紬 二湧くための ｢業

界変革モデル｣を提r泰斗 5 これらの業界モデル及び業堺変革モデルを､規制工果

敢に挑戦 し従来の業界概念を手首ち破り新たな業界を創造した企業の事例に適潤 し､

企業の競争戦略を構築する上で自企業の変革と業界の再定義が密接に関係 している

ことを見る.､

さらに､報告者が勤務する企業か属する業界をとりあげ､.業界モデ ルを過声 し/､
自企業による業界の変革に鷺することとする｡

1.3 柑究のフレーム

奉研究のフレ-ムを図1.1に示す0本研究では､規制産業における競争戦略を

構築する1'で手がかりとなる業界について再定義を行うが､基本的な用語の定義は

D.F.工-ベルの r一事業の定義j(十日 L-_(i:るノこi=た､萱社と競合企業を競争の
観点から比重交する場合には､同様に､D.F.エーベルの ｢デ1アル ･ス トラテジ

ー｣(辛:',)の ■̀競争者の差別化の氷山モデル1'を利用する:..
最初に､M.E.,+;I---ターの :ド,読.手の戦略｣(*:う)の "5つの競争要囚''をベ一･一1
スにして競争が形成される状況､業界概念および基本的な収益性を規定する5つの

競争要因について整理するo 業界概念については､根来の F競争戦略論における業

界概念｣(*弟 を参考とした｡
次に､B.｣.ネイルバフ&A.M.ブランテンバーガーtの ｢コtへティション
経営｣(*5)における "補完的生産者"の概念を取り入れ､ゲーム論を駆使 し､競
争と協調の両面から顧客､競争事業者､供給者､補完的生産者および自社との関係

を価億相関図により整理する｡ そして､規制業界においては "規制者"が大きな役

割を巣たすが､規制者もまた "競争と協調のゲ-ム■'の参加者の-.人としてみなし､

参加者相互の関係を整理し業界を形成する主体者の関係を明らかにする｡

集界の変革とは､それ以前に各競争事業者か括-:/,ていた苦界に対するイメージや

業界の定義を変えることである.｡ ここでは便宜拙 L-｢iB.制をベ-スにして定義づけ

られた "慧界"を従来の業界イメージである｣と仮定し､業界変革を従来の業界イ

メージから新 しい業界イメージを確立 していく移行過程としてとらえた業界変革モ

デルを提案するこ,

次に､業界の変革を行った荒行企業をとりあげて業界変革モデルを適用 し､業界

を形成する7つの主体者は話か､それらの主体者はどのような関係を有するのか､

業界の変革を行う源泉､可齢であった理由について検討を行う｢,

最後に､業界モデルを用いて､報告者が勤務する企業の事業における競争戦略を

構築する視点から業界の再定義を試みる0

1.4 従来の柑究からの手がかり

l.4.1 事業の定義

本棚究で使用する用語は､原則としてD.F.エ-ベルの定義を用いる(.D.F.
エ-ベルは､事業と業界と市場を図 1.2のように定義 している｡ 事業は､蹄客層

と顧客機能亀二技術の次元を加えた3次元で定義されるO

､ヨ



番茶と紫界と市場のモデル

競争者の差別化の氷山モデル

5つの奴争要因

(組争の戦略)

歯音目的の視点

(競争戦略論における茶界概念)
補完的生産者の概念

匡 j!.･LJモモ;十1･.kL･･･.≡.l';.こごきき.先行研究う紐鍔:畠豊子誓書壷用蟻
本研究の活動

規制の克服(宅配便)

図1.1 研究のフレーム

尉客機能

市域A

ち 革界一丁ソl'.一 基ソl-.

㌔
ヽ
習 練 ギ桝 書

照 I!;lこきi

‡譜A 重義 さき: I 子i i

モ モ

鵜 詩

!強まE3 r~

継親8

代替技術

業
界
モデ
ル
の
適
用
と
提
案

図l.2 事業と業界と市場
出fJi:D.F.Ⅰイ ん 事～の走れ P256 阿8-6
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･ト事業は､蹟貫層と増配の道拙 二よ-_ノて定義され､通常はlつの主要桔酢 こ:もと

づいたものである

②業界は､複数事業碍境界によって定義されるが､それでも通常は単-技術にも

とづいたものである

③市場は､所与の薩客層向けの所与の機能縄ということで定義されるo その機能

を遂行する顧客層内部での製造畢マ-ケテインタの規似性が太きくなればなる

ほど､顧客と機能の点では市場はさらに大きく定義される

D.｢.⊥ ベルの事業の定義の特徴は､余る鵡寓向L).の特定機能.･の逆行のため

の代替的方法であり辞客の問題解決のひとつの形である技術を重視 し､従来の轟客

層､蘇客機能の2つの次元に技術軸を加えた点である｡

D.ド.⊥一一ベルは､事業を定義することは､まさに賎鴫的計画策定の出発点に

なり､自身の事業定義をEJlq示することと同時に､すべての既存の競争相手や潜在的

競争相手の定義を明示的にすることが重要であるとしているo

訳者である石井淳蔵はあとが藩で､D. F.エーベルの事業の定義を戦略市場計
画を理論的に定式化するうえで有望な展望を与えるとして評価 し､旗のようにまと

めている｡

①事業定義の問題が現業世界で注目を集めるもっとも典型的な状況というのは､

新製品あるいは吸収合併をうけいれるか否かという状況である

②事業定義は､戦略策定の出発点になる

③事業定義のの具体的な考え方はいずれの意思決定レベル (全社､事業単位､

プログラム)でも共通する責苦な考え方であることが主張される

r4少なくとも企業が他企業とは異なった独弓の事業定義を作り出すことによって

競争的な差別的有利性を獲得することができるのであるかぎり､競争者間で事

業定義がかなり異なってくることは避けられない

l.JTf.2 競争者の差別化の氷山モデル
D.F.エー-ベルは､哀頁客満足に影響を与える要囚が物理的な意味での製品それ

自体を越えていることを示すために ｢般需氷山のモデル二を描くことができるよう

に､競争者がお互いに差別化する側面を提示するために ｢競争者の差別化の氷山モ

デル｣を描いている.ニ謂客の氷山モデルをlyJl.3に､また競争者の差別化の氷山

モデルを図l.4ir_示すJ

競争者の差別化の氷山モデルでは､自社や競合各社の業績､市場甑鴨や事業定義

といった目に見える相違の下に､直接には目に見えない資源､能力､組織の仕組み

や戦略意図などが存在しているとしている｡一郎も､競争者との是別化にはこのヨに

見える部分に加え､目に見えない穏れた部分からなる多くの "要素"が関係すると

している.:

競争力の源泉を何に注目するかによって数々の戦略論が生5:れるが､この氷山モ

デルは､競争力の源泉をRに見える相違と隠れた相違に大きく分け､かつ各要素を

層 {:L/イーt1-::として､システム的にとらえているところに特徴がある.I) このモデ

ルによれば､競争戦略を策定する場合には､自社並びに競争企業の目に見える相達

5



製 品 に 対するニーズ

別品そのものに
よらないニーズ

図1.3 顧客満足の氷山
出所:D.F.エ11■ル デュアル/ストラテジー P32 団3-1

目に見える相違

隠れた相逮

図1.4 競争者の差別化の氷山
出所:D.F.エーへ■ん デュアル/ストラテジI P126 EE)711



ばかりではなく､隠れた相達についても分析することが強要とされるO どの要素

(層)を差男胴ヒ要因とするかによってさまざまな競争戦略があるO例えば､競争力
の源泉とされるコアコンピタンス (*6)は ｢能力｣及び F資源｣に､リ-潔-シッ
プや企業文化は ｢組織の仕組み｣に､また長期的に会社の成功幣束敗を左右するビ
ジョン ('',I､は .甑鴨愚図Jを革視した競争戦結論としてとらえることができよう.･.
この氷山モデルは､競争者の競争要因が複数でかつそれらが多層化 していること､

そしてそれぞれの競争戦略論が､対象とする顧客層､轟音の機能､技術あるいは特

定の環境下にある場合にいずれかひとつまたは複数の暦に着目し､これが競争戦略

上極めて重要な役割をはたしているとする競争戦略論をうまく説明できる0

番研究では､氷山モデルのうち､規制によって直接的に事業の領域が規 定 される

｢事業の定義｣と､規制に対 してどのような考え､意図でもって顧客の購入目的に

応えていくかという観点から｢戦略意図｣の両者に義∃する:.箕界の再定義は､"冒

に見える" ｢事業の定義｣の暦と市場戦韓の暦とリンクし､また業界の再定義を行
い業界の変革をもたらすコンテキス トは､ -LEL-.見えない" ~-戦略意同｣の屑とリ

ン/}すると考えられる,_.氷山モデルのうち､驚れた唱道としてあげられている資源､
能力､組織の仕組みなどいわゆる事業システムは､事業の再定義を行った後の戦略

の実施段階で童として問題となる部分であることから特段言及 しないOここでは､

童として競争戦略を策定する段階での事業の再定義をとりあげ､これが業界の再定

義 .'t変斗:･をもたらすことを論じることを目端とし~-(いる .

l.Ll .3 競争の戦略

M,E.ポ-ラ-は､競争戦略が形成される状況在国 l.5に示すように､内部
要国とタは5豊玉に分けて説明している.I.夕帽5雷同は ｢業界の好機と脅威 (経済 ･技

術面吊 と ｢社会からの期待｣であり､内部要因としては ｢会社の長所と短所｣､
｢戦略実行者たちの個人特性.;をあげており､このような状況のもとで競争戦略が

構築されるとしている･) ｢競争の戦略｣の訳者である中辻寓治は､次のようにまと

めている.I.

企業は､司 l.6に示すように5つの競争雪雲が働 く業界の中で競争を展開して

いるのだから､個々の企業の投資利益率はその要E*=の影響を受ける., それは新規参

入の西成､既存競争企業問の敵対的間係の強さ､代替製品からの圧力､買い手の交

渉Ih､そして売り手の交渉'JJであるL･, こうした雷同の強さが i業界｣全体の長期的
な投資利益率を決めることになるO (*8)

5つの競争要因それぞれの強さは､業界構造すなわち､業界の基奉的な経済特性
および技術尊劉生の関数である｡ 図 1.7は､5つの競争要国が非常に多くの要素の

影響を受けていることを示している-､ ::トt;.I::

M.E,ホ一夕-の ｢競争の戦略jでは､競争の構図を5つの競争要因で簡潔に
表現 しており､さらにこれらの競争要因がどのような要因と関係 しているかの全体

像を示 している点で憧れている｡ しかしながら､-方で i-業界｣が何なのか､どこ

までを領域としているのかなどについては明確な定義が見られない.｡競争の場であ

る ｢業界｣は､何らかの基準､定義によりすでに決定 しているとの前提で､競争戦

7



図1.5 競争戦略が形成される状況
出所:M.E.ポーター 捜争の戦時

図1.6 5つの競争要因
出所:M.E.ポーク- 競争の駐輪
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出所 :M.E.ポーター 妓争使位の抵鴨
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轄論を論L;ているように見える, もしも業界のi:i;ll.軍が I業界の定義｣を定めるもの

とすれば､M.E.i.i.:-一夕ーは単L-_F業界の境界i:i主観的に決められるJとしてい
ることから､ ｢業界の定義lは自社の主観で決めていることになる｡業界の117,界や
業界構造は､5つの競争要因に基づいて競争戦略をたでる際には､できるだけ客観

的にとらえておくJi,I,t雷があるので'はなかろうか?

業界の構造分析を行うノL/-ムワ.-クでは､綿羊j;,:を司る政府の役割についてはさ

ほど茸蚤駕していないように見戻る.. 業界の進展 ･変化の説明の中で政府の施策に

ついて言及はしてはいるが､5つの競争要囚には含めてはいない.､しかしながら､

政府などによる規制は､自社､競争事業者､新規参入業者はもちろんのこと､供給

業者や顧客にさえも影響を与える場合があるO従って､この5つの競争要因のフレ
ームワ1-クをそのまま規制産業､業界に適用しようとするには分析が甘くなる可能

性があると考えられる｡

補完製品とは､ある業界が提供 している製品と-休として使用するために買い手

が必要とする製品のことであり､業界は補完製品の買手轡を受けることになるL:M.

E.求-ラ-は､ ｢競争僅付の戦時｣ (I+里 の中で､柏完製品についてl章をさい
て説明している .補完製品を業界間の相互華係を示すlつの事象ととらえ､補完製

品への対応の仕方が自社の競争力を左右するとともに､業界構造もその影響を受け

るとしている1.補完製品が無視 LJえないほど重要な存在となっている業界において

は､代替製品 ･代態サ ･-･ビスと同様に競争雷同のr吊二含めて論じる,I,JLllfかあるので

はなかろうか,_.

補完製品を競争要因としてとらえる場合には､事業者間の競争と協調の関係を明

らかにするにはむしろ補完製品を提供する補完製品供給業着 く補完的生産者)とし

た方が取り扱いやすい(.,即ち､自社に対 して､競専業者/新規参入業者､供給業者

でさえも､敵対的な関係としてばかりではなく､協調的関係者として電場する場合

もあるからであるO

従って､5つの競争要因 (主体者)に ｢規制者｣と ｢補完的生産者｣の主体者を

加えることを提案するL-,

1.4.4 競争戦略論における業界概念

根来は､消費者の購入目的と業界との問連iこついて､競争戦略は顧客の目的から

出発すればよく､購入目的別の近接の競争相手を設定するだけでよい､その場合に

は ｢業界.を設定する強要はないと主張している.､ I:I.lil:..

また､M. E.,ポー-タ一一の5つの競章票同請では､ ･:業界｣をどう設定するかが
競争JJl所の結果に影響を与えてしまうという.･:

本研究では規制の強い産業を対象とするため､業界概念は規制によって形作られ

た ｢業界｣に対応 し､頗害の購入目的で設定されたものではない.｡その意味では業

界を設定する必要はないといえる.､ 逆説になるが､だからこそ既存の規制枠を越え

た新サーービスで､既存の業界や隣接する業界の他の競争企業と競争する場合には､

競争分析のために業界の再定義が必要となってくるととらえている｡ 業界の定義の

多くは供給者側から設定される場合が多い｡業界法では､主に供給者､競争事業者､
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新規参入者などの売り手の論理●-LTt規定しノている/I-スが多く見られる､､ 根来が主張

するように業界を変革するには顧客の購Å目的に着目して業界をとらえ直す強要が

ある｡規制産業においては新 リービス出可ちかの形で､新 しい規制枠が設定さ虹.

新 しい業界を成立させる二∴従一了r､規制の目で定義する ｢業界｣の定義は､競争戦

略策定に封 しては万全ではなしもおそれがあるが､競争分析に貸するための便宜的手

段としては有効であると考えられる｡

1./i.5 コ-･ヘティシコン経営

コ へ:Iイションでは､ビジネスを例えはiハイ.!宣作り証すl時には協力し､そ
の ｢パイ｣を分ける時には競争するものととらえているo あるいは､ビジネスにお

いてi:蓋､ヨ分が成IjJするためには､必ずしも相手が失敗 しなくてもよく､多くの勝

者が存在することは可能であるとしている,. つまり､ビジネスの全体をゲーム論で

とらえ､競争と協調の両面､あるいは相互作用として見ている.-. ゲーム論は､様 々

な要因が絡み合っていて他の意思決定から独立には意思決定を行えなしも場合に有効

である.-,

ビジネスにおけるゲームの全体Eilである価値相関図を図 l.8に示す.I.白企集を

とりまく4つのタイプのブLr ヤ-･-ば､綿零､生産要素の供給者､競争相手及び 呈補

完財｣を提供する ｢補完的生産者｣である｡ これらのプレーヤ-を価値相関図とし

て示すことにより､17レーヤ-が多くの役割を持っていること､誼が味方で誰が

敵なのかを改めて検証することができるo lプレ-ヤ-だ削 二焦点をあてるのでは

なく､すべ~-L'のプレ-ヤ･一一とすべての相互間係をとらえることによ-:)て､多くの新

しいビジネスチャンスが生まれると説くこ.

コーヘティションでは､競争相手や補完的生産者は『一葉堺であるとは限定 して

いない｡また､.競争相手と補完的生産者とは表裏の問係にあり､両者は､競争相手

であり､同時に補完的生産者である場合もあるo 価億相関図では､顕客と供給者は

対称の関係で表されている｡. つまり誰が補記的生産者であり､誰が競争相手である

かを見分ける場合､必ずしも顧客がいつも正 し.く､雇頁･#の立場からの関係がすべて

とは限らず､供給者との関係をも同様に重要であることを示 している:

(1)4つのタイプのプレーヤーー

①顧客

製品 ･サービスを,R販売する相手が辞客である､ 自企業と雇員客とは､価値を作り出

す時にはパー トナーであるが､バイを分け合う時には争いは封けられない..,

膜客は直接製品 ･サービスを購入する相手ばかりではなく､実質的にその購入を決

定するひとも顧客ととらえる｡

②補完的生産者

自分以外のプレイヤー･･の製品を顧客が所有 したときに､それを所有 しI-(いないと

きよりも自分の製品の膜客にとっての価値が増加する場合､そのブレイヤ-を補完

的生産者と呼ぶ｡ (顕客サイ ドで定義)

供給者が自分以外のプレイヤーにも供給 してい･5とき､そうしない場合よりも自

分への供給か魅-])的となる場合､そのプレイヤーをLL]分の補完的生産者と呼ぶ.I:,(供
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莱- 補完的生産者

図1.8 価値相関図 (ValueNet)
出所:コ-J'<ティション経営1997日本経清新同書土8.J.与イ仙＼~7&A.～_7●ランナ◆ンハーーが-讐P29より
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給サイドで定義)

③競争相手

自分以外のブレイヤ-の製uLJL.を線客が所有したときに､それをj･rT有 していないと

きよりもE]JJiの製品の綿音に-.と十IL'の価値か下落すると場合､その自分以外のプレ

イヤーを競争相手と呼ぶ｡ ∈顕客サイドで定義)

供給辛か∃分以外のブレイヤ-にも供給しているとき､そうしない場合よりも∃

分への供給が魅jJ的でなくなる場合､そのブL,イヤ を自分の競争相手と呼ぶ･∴ J#

給サイドで定義)

⑥供給者

自らの製品 書サ-ビスを提供するに必要な生産要素の供給元､供給者をいう｡

t:2)ゲームの5つの茶壷的な要素<P∧RTSニノ

コ-ヘナノション戦略では､ゲームを構成する妾素として5つ指摘しているo こ

れらは､PARTSと呼ばれ､プレイヤー 削ayeTS)､付加価値 摘dded Values)

ルール 沌ules)､戦術 汀acties)及び範囲 (Scope)が該当する0
本研究で注目する規制は "ル- ル"を､業界は "範囲"の要素にほぼ対応すると

考えられる｡

コーぺティションは､従来の競争戦略のように業界が予め定義され､あるいは暗

黙に定義された業界をタ-ゲソトとしノ~r競争戦略を練るのではなく､むしろ業界と

か産業とい-:)た境界を積極的に越えて .:無視して)いるように見える､ そのため､

競争や協調の関係を東きな構図でとらえることが可能であり､真の競争者､真の協

調者の見落としを避けられる可能性がある｡ また､ゲームのバーートT-が複数の､

場合によっ~-L'は:lE反対の役割を同時に担うことを教えてくれるが.､競争戦略構築に

利用する堤合には､複雑さを招 く-困となるのではなかろT)か､､

本i)J=完では､業界を形成する各主体者は価値福間凶で表わされるゲームの参加者

であり､その参加者の役割は多重的でありかつ企業競争の視点でみれば各ゲームの

参加者は従来の認識とは追った役割で登場する可能性があることに着目し､価値相

関図の応潤を試みるO

2.業界モデルの構築
本章では ｢業界1の定毒づけを行い､その定義に基づき業界モデル及び業界変革
モデルを提示し､事例研究に資する0

2.1 業界の定義

2.l.1 業界

D.F.エ-ベルの ｢事業の定義｣では､産業と業界を同一視 し､明確な区別は
していない.こ-韻に､業界という概念は使用する局面で異なった意味､領域を持つ,

て報われている:_.木研究では､規制産業に苗∃しているため､規制のフレームを用

いて業界を定義する｡

｢業界｣を ｢規制の枠組みで形成される産業で､顧客をめぐって競争と協調が繰
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りひろげられる場｣と定義するO ここでいう規制の枠組みで形成される産業とは､

シングルメデ ィア鋸去体系S･l:ど-二､ている場合､メディア別に規定される法律 L:､規則､

命令を含む)で明示的に規定された産業をいう｡ 例えば､通信業界 ∈電気通信事業

法で規定される産業)､放送業界 を放送法で規定される産業)という鳩舎は､この

ケースに対応する､､

-方､規制の枠の*で､行政指導など明示されない裁量的行政によって事実上､

産業の境界が規定される場合があるO 例えば､電気通信業界を例にとると､長距離

〆地域〆移動/衛星通信などの業務区分は､電気通信事業法では規定がなく､もっ

ぱら規制当局の裁量による構造境制によっており､この横道規制としての業務区分

で形成､規定される業界を ｢狭義の業界｣と定義するO

また､メディアJqパこ形成された業界の集合､封-/I'複数の規制体系､複数のメディ

アによって形成される産業群を ｢広義の業界｣と定義する｡ 通信 ･放送簾界などと

総称される場合がこれに該当するo

図2.1に業界の定義を示す｡同で示すように､広義の業界は､電気通信を例に
とると､ ｢広義の業界｣は電気通信事業法､放送法､有線テレビジョン法などで形

成される産業群を示し､ ｢業界｣とはそれぞれ準拠する法律に対応する電気通信業

界､放送業界が対応する. ｢狭義の業界｣は､業界内に位置し､電気通信サ-ビス
の中の特定のサ=ビスを提供する業界であり､事業区分に対応 していることがわか

る0 時にことわりがない場合には､規制の枠組みで形成される産業を ｢業界｣とし
て使用する｡

2.1.2 業界の再定義

ここで規定する業界の定義は､業界の構造を惰諏する⊥でのフL'-ムであって､

後で誠司するように固定されたものではない､.即ち､図2.?_に.示す規制者の巨で

見て業界を定毒づけたものであり､必ずしも業界の芙熊を正梓に示 したものではな

い｡業界は見る者によって異なって認識されるO 事業者､顧客においても太枠とし

ては同じであっても､厳密には認識する者によって異なってとらえられていると考

えられる1 規制は､事業者の業界､業界の境界に対する認識に影響を与える()

従って､ここでは出来るだけ常軌的な見方で業界をとらえるために一旦規制者の

目で業界の定義を行い､.その後､事業者が自らの事業の再定義を行なうとする(.業

界は供給者の論理で定義される場合と轟客の論理で定義される場合があるが､- 般

に規制者はサービスの供給者､即ち事業者の立場､事業者を監督する立場から定義

することが多いO事業者等の事業活動によって業界に新 しいサービスが生まれ業界

の境界が変化 した場合を ｢業界の変革｣ととらえ､新らしく再認識される業界を ｢業

界の再定義｣と呼ぶこととする･､

2.2 業界ITデルの理論

業界の定義に基づいて業界モデルの構築を行うが､その際､下記事項を業界モデ

ルの暫定的な前提として検討を進めるこ
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?_.2.1 業界モデルCT,l暫定的な前提

(1)業界は前官の二-ズよi/:も､むしJろ規制の枠組で認識されることが多い...

事業者の意向や哀弔密の二-ス､から集界をとらえることは可能であり､競争戦鴫を

立案する上ではむし.ろその方か望まL/いと考えられるが､規制産業においてば､19.

割の枠組みで事業者の事業活動に-定の制約がかかり､また規制当局からの指導､

発表されるデータもこの枠組みを周いることから､業界を規制の枠組みで認識する

ことが多いと考えられるo

'12;群しいリ-ビスを創造した企業が菜界で倖位性を得る(.

規制業界における競争は顕客のニ-茸を前提に､技術的な裏付け､社会的な側面

を満たすことによって新しいサ-ビスを創造した企業が業界を変革 し､再定義され

た業界で優位性を得るO

こ3/:謂客の目的を支援する立場で事業の再定義を行う:

競争戦略の構築にあたっては､まず再審目的を支援する立場にたって自らの事業

の再定義を行う｡ その際､規制を乗り越える新 しい技術の開発や規制 に対する解釈

の変更などを通 して､結果として業界の再定義が行われるO

(4)業界の変革をもたらす事業の再定義では戦略意図が大きな役割を果たす｡

房事の活動を支援する新 しい価値の創造は､その企業の戦略意図､コンテキス ト

によってもたらされる, 量業の壇定義､そして事業活動の結果としてもたらされる

業界の変革の源泉は､競争者の差別化の氷山モデルでいえば､ "隠れた相違"に属

する最もボ トムに位置する戦略意図が大きな役割を果たすと考えるo

(5)事例研究から､業界に変革をもたらすモデルを得る.

新しい価値を創造し業界を変革した企業の事例研究から抽出した戦略意図を汲む

コンテキス トと業界変芋のモデルは､競争戦略構築を策定する際のチェックリス ト

として活用できる.､

(6I:･税制者を絶対視しない.:.

事業者にと-:)て規制は遵守すべきルールであるが､規制は損害の要求､技術革新､

事業者からの積極的な緩和要求によ･･.)て変えられるものと考えるっ 規制者は､本来､

国民あるいはサービスの利用者の代理人として彼らを保護 したり､産業の振興の観

点から規制するものであって､環境の変化とともに変化していくものである.I,

2.2.2 業界モデル

先行研究の調査からコtへテシ｣ンの価値相関図をベースとし.､規制業界を定兼

する主体者として､M.E.ポー-タ--の基本的な収益性を規定する5つの競争要囚

(主体者)に､規制者と補完的生産者を加えた業界モデルを提案するo

こ0)師客 ;(､.雨(一m ､t.:Cos

白企業､韻事事業者等が提供する製品 ･サービスを購入する相手が睦寓である一

束頁客は添接製品 ･サI-ゼ スを購入する相手ばかりではなく､実質的にその購入を決

定するひとも顕客に含めてとらえるo

g目 白企業 ;Enterprise:EnI

ここでいう白企業とは､会社全体のことではなく､集界を形成する主体者のひと
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りとしノて某日的に同-の意志で行動弓-るもの革満目.､棟数の事典tjlSあるいは子会社

も含めたブル-プ会社全体をいう場合もあるO

(2:規訳者 :≡(代目l:こ1日t･:Reg
業界を規制する者をいい､業界を規定する事業法の主管省庁が該当するO 規制者

L-_に､こ5)J也工､ライバル関係にある日庁や､総務Jr1-､公正膿引委員会や臨時行政

調査会なども該当する｡ また､大臣への諮問機関である春雄会や裁判所も規制者に

含められる｡

(33供給者 ;Supplier:Sup
自らの製品 ･サービスを提供するに必要な生産要素の供給元､供給者をいうO 供

給者には､自企業で働く従業員も含まれるO

(射 補完的生産者 ;Complementor:Com
自分以タ｣のプL'イヤ-の製品を蔽寓が所有 したときに､それを所有 していないと

きよりも自分の製品の謂寒に_とっての個偶が増加する場合､あるいは供給者が自分

以外のフ■L,イヤーにも供給 しているとき､そうL/ない場合よりも自分への供給が魅

力的となる場合､そのプレイヤ-を自分の補完的生産者と呼ぶO

(5)代替品供給者 ;SubstitutionSuppiier:Sub
代替品供給者とは､自社等､競争事業者が提供する製品 ･サービスの代替品を提

供する事業者をいうが､必ずしも自社､競争事業者と同-の事業法で定義された業
界に属するとは限らないO轟客の目的を達成あるいは支援する様々な製品 ･サ-ど

スは何かと』もった広い視野でもって検討する必要があるO

摘 )新規参入者 ;New Rival:New
既存の製品 ･サービスに対 して､何らかの新 しい付加価値を持って参入する事業

者である,.新規参入によって､既存の業界がより競争的になるはかりではなく､徳

来存在しなかった新 しい製品 ･サービスにより業界が拡張されたり､全く新 しい業

界を生み出していく場合も出てくるo

I:7:･競争事業者 ;1寸行.･11:Riv
自分以外のプレイヤーの製品を綿客が所有したときに､それを所有 していないと

きよりも自分の製品の碩客にとっての価値が下落すると場合､その自分以外のプレ
イヤーあるいは､供給者が自分以外のプレイヤー･一にも供給 しているとき､そうしな

い場合よりも自分への供給が魅力的でなくなる場合､.そのブL/イヤーを自分の競争

相手と呼ぶ.:,

業界を形成するこれらの各主体者の問係を示した業界モデルを図2.3に示すく.

このモデルは､京頁客の張絹をめぐって､自企業､新規参入帯､競争事業者､供給者､

補完的生産者､代替品供給者及び規制者が相互に閤係することを示 しており､これ

らの主体者を F業界を形成する7つの主体者｣と呼 ぶ ｡

例えば､辞客は､自企業､競争事業者や新規参入者の提供する製品 ･サービスと
代替品供給者が提供する代替製品 ･サービスについて比較選択を行うため､白企業
と競争事業者､新規参入者及び代替品供給者は一般に競争関係となるい 規制者につ

いては､自企業､競争事業者及び新規参入者に対 して規制は直接的に作用するため､
大きな影響を与えることとなる｡ また､供給者､補完的生産者畢顧客にとっても問
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代替品
供給者

補完的生産者

二~+ -= 宗一
競争事業者

規制者

図2.3 業界を形成する7つの主体者
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接的ではあるが規制の影響を受ける｡

図 l.6に示されるM.｢.ホ タ ･の競争要因図では競争要乱 二着冒し1-Lr表 し

たものであるが､この競年貢玉と業界を形成する主体者は必ずしも1対 1に対応す

るわけではなく､単に競争iI.参カコする主体者の役割として5つの要Fqrに分けられる

ことを示しているLこ.遇ぎない:つまり､､図2.3の業界を形成する缶主体者をM.

E.ポー-ターの競争要国で対応させてみると､ひとつの主体者 (事業者)はひとつ

あるいは'.?つ以上のItil;国を持つものとして菅湯 レてくる._

例えば､供給者は自企業または競争事業者にとって製品の材料などを提供するが

同時に競争事業者として登場する場合もある｡ 傍担えば､東成様な通信システムの入

札i:-_おいて､通信事巣者Aが通信装置のll.5:i遣メ JJDのa事業部と連携 して入札に

参加する場合､博時にその製造メ-力Rのb事業部が他の通イ言事業者Cと組んで応

札するケ ･-スが該当する､ノ

2.2.3 業界のイメージ

業界の定義により､訴客をめ(:･5貴幸体者を配市した業界のイメ-ジを国2. 4

に示す._､この業界のイメージ図は､規制で定義された[業界二内業界､即ち､事業区

分で定義された -狭義の諜堺_内における辞害に提供する製品 ･サ-ビスに-まつわ

る競争の構同を図示 している: 市烹区分Aで定義された狭義の業界を見ると､白企

業は､供給者から原材料の提供を受け､製品 ･サービスを顧客に提案するo 競争事

業者もまた同様に製品 ･サービスを顧客に提案する｡ 新規参入者もまた､顧客に対

して製品 ･サービスの提案を行う_

諦客は.､ ｢業界….!の内外から提供される代替サ-ビスと白企業､競争事業者及び

新規参入者が属する ｢狭義の業界｣から提供される製品 .サービスを比較､検討し､

製品 ･サービスを選択することになる√

規制者は､業界を構成する各主体者の構造､行動に対 しIr規制を行うC 具体的L-_

は､各主体者問で提供する製品 ･サービスを規制したり､影響を与える｡

一方､補完的生産者は､通常､業界を構成する主体者として認識されないことが

多いが､蒔害をめぐる競争戦略上.､重要な役割を果たすこ)補完的製品 ･サービスが
売れることによって､白企業の製品 ･サービスの利用価値が増 して販売の増大につ

ながったりするが､反対に競争専業者の提供する製品 ･サービスの利用価値を増 し

て白企業に不利に働く場合もあるので､留意が必要である,J

図2.5に､業界と提供製品 ･サービス関係を示す｡この図では業界と製品 ･サ

ービスは多層構造として表される..:業界を構成する主体者である自企業､競争事業

者､新規参入者や代替製品 ･サービスの提供者は､L業界∴ あるいは狭義の業界に

属することになる｡ これらの主体者達は兎百害に対 して製品 ･サ-ビスあるいは代替

製品 ･サービスを提供する(: 一般に､製品 ･サービスはひとつの狭義の業界 .(事業

区JJjr,.に属するが､複数の事業区分にまたがる場合も考えられる.｡ 狭義の業界Cに

は､製品 ･サービスd､製品サービスeが含まれ､代幹製品 ･サービスxを加えた

製品 ･サ一･一ビスを提供する事業者間で競争が行われていることがわかる,
図2.6に､事業領域と業界の関係を示す-.事業領域は､事業の定義によって定
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A社の事革領域

A紙の事農領域は薬界Aと農界Bにまたがっている｡
この回は､【■界A)の主たる事暮領域(諌弟の麓界)である嶺からら.Cの薬界区分へ進出を産院している榛嶺を示す¢

･揃無:;=ぎて..i.. 秦':I､:≡.1:1.～:-≡.'喜≡≡≡≡≡こ,≡:1脚 こいtL 雲 整.:柵ンこ,: 白 骨 *辛 蘇

b 区令 罪区 辛罪

CA] 令d 区分愈

[業界B]

広義の業界

図2.6 事業領域と業界の関係

蔓D 棚 ､または他の紺 に吸収紬 順 境 紺矧ヒ親潮者鹿争事業者
図2.7 業界の境界の変 化
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まり､具体的に提供される製品 書サーピ封 ま業界法で規定される[業界〕の*で-蕊
領域に位置する0 回に示すA社の例では､事業領域を業界Aと業界Bに定義づ持て
いる., 業界Aの中を見ると､文革Lx_分aに属する製品 ･サ-ビスを提供 しているこ

とがわかる､.同車で ･ここ､丑界区分に関連の深い業界区JJibおよび業界区分Cの領

域で新たに製品 ･サ-ビスを提供する意図を示す0

2. 3 業界変革のモデルの提案

2. 3.1 業界の変革の定義

業界 の 変革とは､従来の業界に対して新 しく生まれた業界が何 らかの価値を創造

してし＼る接合を指すこととする,､

具体的には､

(l::これまでなかった新しい要望､製品 ･サービス

(21,規制でくくられた業界 ロー業界 …)､事業区分による -狭義の業界｣の枠か
らはみ出/+=製品 ･サ-ビJ{

(3)従来の考え方､常識､業界ルールには含まれない製品 ･サービス

など､従来の業界にはない領域を新たに創造､開拓 した場合､業界を変革 したとい

うこととする｡ つまり､業界の変革とは､需要との問のギャップ (価値の創造)を

発見し､そのギャップを開拓し､新しい仕組みまたは新 しい製品 ･サービスでギャ

ップを埋めることであり､時間とともに移行するダイナミックなプロセスであると

言える.‥

図2.I/に業界の境堺の変化のイメ-ジ回を示す.･｡再定義された業界もまた､見
る者によって違-:_)'て認識されるが､規制によって規定されていた業界の境界が変化

したわけであり､それは規制ルールの変更､または規制の節駅の変更をもたらした

ものである‥ つ5:り､各事業者等の活動が規制者へ影響を与えたことになる｡ ある

いは､事業者が今まで規制ル-ルによ･･1,てこの業界では実現できないと考えていた

サービスが､実は単なる思い過ごしあるいは確認不足に起因するものであって直接

に規制ル･ルの変更などを必要としない場合もある.-. いずれにしても業界に対する

関係者の認識を変え､業界に新しい価佃をもたらしJた点で､業界に変革をもたらし

たといえよう〔 事業者等とは業界の変革に関係する缶主体者であって､自社､競争

事業者､供給者が該当するか､新しい価値の実現を求め共に実現に向けて勉強した
顧客が含まれる場合もある なお､:図2.7で､黒い線で囲まれた白い部分は､他

の代替製品 ･サービスにより消滅した領域である｡ つまり､業界の境界は自らが属

する業界で提供される製品 ･サー一七 スだけで定まるのではなく､代替品供給者が提

供する製品 ･サ ビスとのつばぜり合いによっても影響を受けるのである,,

?.3.?_ 業界変革のモデル

業界変革のモデルを構築するにあたっては､白企業と業界との関係及び従来の業

界と変革後の業界をどのように表すかが問題となる. 前者は自企業と業界を構成す

る主体者 ∈業界を構成する参加者-競争事業者+供給者+補完的生産者など)との

空間的な関係を示すものであり､後者は変革前と変革後の業界という時間的な関係
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を示 している｡

白企業と業界との閲J勘∴)い-rl;i､図 l.4に示すD.F.エ-ベルの競尊者の
差別化の氷山モデルを利済するO 氷山モデルを利用 した理由は､業界変革を行う場

合には必ずその原動力たる戦略意図､組織の仕組み､能力や資源に藩目せざるを得

ないと考えるからであるO このモデルでは競争者との差別化の要因を目に見える相

違と隠れた相達に分けている｡ 業績は､その下の層に示される要因の影響を受け､

また市場戦略､事業の定義も同様に､その下の層に示される要因の影響を受けてい

るO 業界とは､目に見える相違の車の ｢市場戦略｣と F事業の定義｣が直接関係 し

てくる｡ つまり､自らの事業領域を定義 しかつその市場戦略によって業界と関わり

を持つと言えるo

後者の時間的な関係については､新 しい仕組みまたは新 しいサ-ビスが登場する

ことに_よ-r･て､それまで業界を構成する参加者が持･･了L7'いた業界の定義が 変わ-i:,て

いく._ つまり､業界の再定義が行われたわけであるが､この司定義 された業界に対

して企業はさらに変革を試みていくのであり､これらの一連のプロセスは価値の創

造を過 して企業 (事業の定義)と業界 (業界の定義)の間で行われる学習プロセス

であるととらえることができる二.

図2.8に業界変革モデルを示す｡図2.8で､ ｢軒輔｣は､主体間の相互棒鋼
を示す｡｢-軒｣で示される領域は､魯主体者の活動によって業界の範囲が影響を
受けている模様を表 している,. 通常､白企業､新規参入者､競争事業者､供給者及
び補完的生産者は業界を拡張するように働いていると考えられるo 顧客は､現状の

製品 ･サ-ビスには満足せずに､各事業者へ宿題､要求をつきつけたり､事業者ど

共同で新 しい製品 ･サービスを開発する場合には､業界を拡弓長するように働 く.1-

万､代替品供給者の活軸は.､既存の事業者にはない新たな付加価値 をもって､既存

の業界か提供する製品 ･サーービスを代替品で置き換え､業界を浸食､縮小する方向

で作用する._ 規制者は､集界定義のメーカであり直接FIJlに業界の境界 を変化させる

が､その方音は業界の拡張と縮小の両方向L-_向かう一､ -LLEた､ ｢Z｣で表 される領域
は､既存の業界の規制を受けない領域であり､新たに創造 した業界であることを示

している._ この業界変革モデルでは､業界を形成する各主体者が相互に作用する領

域を業界ブレーンと呼ぶが､ここで氷山モデルで表される白企業､競争事業者など

における事業の定義と彼らの市場戦略とが交差する｡

図2.9に主体者閲の相互作用を示す.｡この間2.9は､E]企業と各主体者の問

の相互作用を ｢十十｣で示 したものであるが､各主体者の関係は双方向的であり､

お互いに影響を受け台う問J共である,_ 業界を構成するこれらの白企業を含む7つの

主体者と酔客との間の関係も苛様に双方市､インタラクションの関係で表される+.

房頁客に対 して直は､大きく作用する主体は､白企業､競争専業者､新規参入者､代

替品供給者である｡ 主として自企業との関係をより軍規 してとらえるI必要のある主

体は､供給者､補完的生産者であるC なお､規制者は､規制を通 じて各主体者へ影

響を行使 している′､
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図2.8 業界変革モデル

主体間の相互作用
代替品
供給者

図2.9 主体者間の相互作用
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3.事例研究

3.1 事例研究のフレー･ム

新しいサービスがどのような方法により実現できたのか､そのサービスか登場す

る前の業界の認識をどのように変えたのか､その結果､競争戦略上､どのような結

果をもたらしたのかを調べる ､ その際､なぜ他の企業ではなくて該当企業が最初に

業界の常識を打ち破り新サ-ビスを開始できたのか､またどのようにして規制を解

決してい一二-･たかについて､業界を千手成する各主体者への働きかけと自社の改革との

両面から骨柄を行うo

事例と1L/Tは､規制の強いといわれる業界でS/T認可の岸をひとつひとつ突き崩し/

ながら､他社が敬遠 してきた市場に着目し最新の技術によって試行錯誤を重ねなが

ら新しいサービス､業界を創造 した企業であるヤマ ト運輸株式会社 (以下､ヤマ ト

運輸というJlをとりあげる.:.

事例柑究は､下記芸巨を中心に主として文献調査IvT_よi日子なう.,

(l)企業の概要

(2)業界に変革をもたらしたサービス

(3)業界モデルの適済

(4)業界変革モデルの適用
(5)業界変革のポイント

3.2 宅急便 (ヤマ ト運輸ニ
3.2.1 企業の概要

LIクロネコヤマ トの宅急便｣の産みの親､育ての親はJ上倉昌男である._Jヤマ ト運
輸は､大正8年､父､小倉康臣が創業 した大和運輸から出発し､小倉昌男社長が始

めた宅配便は､従来存在 しなかった市場を切り開き､茸単で圧倒的なシェアをほこ

るまでになったOヤマ ト運輸の概要を資料 ‖ニ示す｡

平成9年 11月1日には念願であった住民登録者のいる全国のすべての行政区域

をくまなくカバーする ｢宅急便jの集配体制が完成した√‥宅急便の取り扱い個数は

年間約6億 4600万個にのぼり､2万5千台の トラック､セールス ドライバー2

万9千人､取扱店数28万の巨大なネットワークを形成 している〕 (*10-*卜1)

3.2.2 業界に変革をもたらした宅急便

資料 lに示すように､昭和51年の F~宅急便｣開始以来､業界の各社に先駆け､

次々と新サービスを導入してきた:,それぞれの新サービス出可らかの形で業界に変

革をもたらしたと言えるが､ここでは最もインパクトを与えた ｢宅急便｣サービス

に焦点をあてるO

輸送には､大きく2つのマーケソトがある｡ひとつは､生産から消韓者にいたる

商業貨物のマ一一ケット､もうひとつは個人の家庭から偶人の家庭へいく貨物の流れ

である宅配便 ('宅配貨物)のマーケットである.一商業貨物は､反棲的で､l個の出
荷単位が大きい､運び易い､配送ルー トは国定しており特定の路線を押さえればよ
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い､賃壷は安いという特徴がある -1方､宅配便は､どこからどこへいくのかJJlか

らない､受け取り工いつ-こ虻5,+)-r送り先が決まる､全国ネ､l/･トワ一一/)とする/1層 が

あり､サービスを開始するには多額の投資を強要とする等の特徴を有 しているo 従

って､宅配便という新らしいiJ-ビノ‖二対 し/て､全国ネットワー-クを購染する工は

多事頁の投資を必要とする､rT;要が予測できない､手間がかかる割に儲からないとの

理由から業界各社は否定的であったo

･--万､新サ-ビスLI二丈十す-るヤマ ト運輸の 卜L:I,ナである小倉昌男社長の考えは､化

社とは道のとらえ方をしている｡ 即ち､上記の理由から競争相手が一人もいないと

いうことは大密航力的な-rl-=･一環であること､従･･:-:-rぜひなんLi:かし.て実現 したいとい

うものであったo (*且2-*且射

3. 2.3 業界モデルの通用
口)業界の定義
2-1で述べた定義に従い､ヤマ ト運輸が宅急便を開始する前における運輸業界

の定義を図3Ilに示すo運輸業は､陸上､海上及び航空ごとに事業法を制定して

いる｡ 陸上については､鉄道と宍副章に大別される､. 陸運業界は､昭和 26年L-.制

定された道路運送法L-_基づいており､数々の政府の規制を受けている｡ 道路運送法

は､旅客自動草葉選び貨物自動車輸送の両方を対象とする自動車運送全体を規定し

た法律である｡ 道路運送法では､ ｢この法律は､道路還送事業の適正な運営凝び公

正な競争を確保するとともに､道路運送における秩序を確立することにより､道路

運送の総合的な発達を図り､もって公共の福祉を増進することを目的とする｣と､
この法律の目的を規定 している(､

自動車運送 ｢業界｣は､路線バスを対象とする･-一般乗合旅客自動車運送事業､

貸切バスを対象とする-一般貸切旅客自動車運送事業､ハイヤ- ･タウシ-を対象と
する-童乗用旅客自動車運送事業､路線 トラックを対象とする一般路線質物自動車

運送事業､区域 トラックを対象とする-般区域貨物自動車運送事業､小型 トラック

を対象とする一般小型貨物自動車:rll送事業及び特定された雇頁寒を対象とする特定自

動車運送事業のアつの業界 (狭義)に細分されるo 宅配便は､定路線､定期性､横

合の路線 トラックによる一般路線漬物自動車運送事業に該当するO

道路運送法では､還送事業を始めるにあたって事業免許が必要であを上 新規参Å

者に封する参入規制が厳然として存在 していたoまた､運賃についても厳格な規制

の対象となっていた′_.lE]nら､道路運送に関する秩序を重視 し､市場メカニズムによ

る調整を制限する規制をと1-)--LrJ:5り､宅急便が容易に実現できない状況にあった..

宅配便は､貨物重量が30kg以下であるが従来の路線 トラックの最低草墨は3

0kgでありそれ以下の運賃規定がない､一般消費者を対象とするために分かりや
すい運賃にする必要があったが従来の路線運賃では輸送距離制であり運賃計算が複

雑であるなど､新 しい運賃体系を必要としていた_さらに､宅配便の輸送サービス

では ｢背H配達_｣をめざしたが､そのためには宅配便の成長に応 じて自社で全回を
網羅する路線網を持つことが必要であった､_,従っ~-(､路線免去1の取得は､参入規制

との関係で困難を極めたが､宅配便運賃については､昭和 58年 8月に認可されて
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道路運送法

通運事薬法

海上運送法

内航海運薬法

航空注

広義のI界二棟政の規制体系､棟故のメディアによって形成される産美辞

r業界｣ :規制の枠組で形成される産兼､通常､単にr兼界｣と呼ぶ

扶養の集界こ規制の枠組で鮎成される産兼の中で.さらに細分化された産業

図3.1 運輸業界の定義 (変革前)
昭和51年頃

表3.1 宅配便の取扱個数の推移

上

空

海

航

'81 1日2 '83-84 185 .86 ■87 '88 ■89 -90 ■91●92 -93 ･94年度

出所 :よくわかる連綿業界
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いる_ 新規精根cT)克話についてi;/;､昭和58年以哲.､取得蛸 j･]速 してい･･･=.た､､凹 1.)

ヤマ ト連館に<i:る宅急便の閲始'Vこより､他U)大手精練 トラ :Jク企業もこぞ-二･1-LTこ

の宅配便分萱汀二番入してい･･_-た､ヨ木通運 ･･:ペリカン便)､フ･;.,･トワー/JlクスIj

レス ニフ､二/トリI.ク)､西濃運輸 .:j ンjjルー嘩7.､福山通運 ･lフケツー宅配便､こ

等々であるoこの宅配便業界は､昭和 51年にヤマ ト運輸によって生まれた新規サ

ービスであるが､その誕生以来､急激に取扱量を増やし､平成6年度には トラック

宅配便取扱侶数は､13偶1832万個仁及んでいる(_.. そのうち､ヤマ ト運輸の宅

急便の取扱総個数は5億8854万個であり､宅配心業界の44.6%という未き
なシェアを宥 している｡ また対前年度比でも107,尋%の伸びを示 しており､ヤ

マ ト運輸が宅配便業界を誕生させ､常に業界をリ- ドしてきたと言えるo 泰3,1

に宅配便の取扱個数の推移を示すo

このように､ヤマ ト運輸による宅急便の開始により､宅配便業界が生まれ､さら

L-_この宅配便業界の変量が行われていった.,この変草は､主として翌日配達という

従来にない高度のサ-ビスを達成 したことが兼重な理由と考えられるが､同時に利

用者二-ズに沿 うサ-ビスであ )たことからユーザの支援を更け､規制緩和の大き

な流れの中で､運輸業界の規制のあり方を大きく変える原動力となった0

本研究で提案する業界の定売.ほ規制フL/-ムをよりどころにし-こいるが､この変

革された業界は､結果的には平成2年に施行された物流二法によって再定義されて

いくこととなるo 図3. 2に貨物取扱運送事業に関わる法律の新旧比較 (物流二法)

を示す｡物流二法ができた社会的な背景として､経藩的規制の緩和 ･競争の促進､

社会的規制の強化､取運事業の再編成があげられるが､これi;-_よって運送専業者の

事業活動に凝ぼす規制の枠組みが大きく変わったoあるいは､現状の事業活動がそ

の暗点での事業法で規定する規制の枠組みから離れ､規制緩和が実質的に進んでい

たものを物流二法が追認 した面もあるのではないかと考えられるO 図3.3に､ヤ
マ ト運輸の宅急便により宅配便業界が生まれ､運輸業界に変革がもたらされ､それ

が物流二法によって再定義された運輸業界の定義を示すO

このように､ヤマ ト運輸が昭和 51年に閲始 した宅急便という新サ -ビスが､既

存の規制を受けながらもこれを克服 してきたことがわかる,_, つまり､規制の強い産

業においてil､業界を変革するということは既存の製品 ･サービスにはない付加価

値を創造することであり､結果的に何かの形で規制を克服することと言い換えるこ

とができるI.

(2)業界を形成する7つの主体者

業界変革前の宅急便集界を形成する7つの主体者の関係を図3.4､及び変革後
における7つの主体者の関係を図3.5に示す｡変革前とは､ヤマ ト運輸か宅急便

を開始する時点 .:昭和51年)を指 しノ､変革後としては宅配便サービスが拡大 し､

宅配便の取扱個数が6倍個を越え一般消費者に十分になじんできた時期で､サ-ビ
ス開始から10年後の精手コ61年頃を想定 しているL..

◎顧客 ;Costomer:Coら

宅配便の顧客の大半は家庭であるO 宅配便の普及が進むにつれて潜在的な需要が

掘り起こさ上､謂客の範囲､利用する形態､局面が増加 してきている､､
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通運!+*草葉 外国人等に 還送 利用

よる国際賞 取次 還送
物還送取扱 串菓 事業

(局也) +i (隻 く酔(辞可,萱草) a) 可)

賞鞄遭遭取飯事療法

道路運送法

贋 物 自 動 車 運 送串策

貨物軽自動車■叢(許可) 鱒澄革幕 柵般事菓

賞軸自勤震遭逢離集落

図3.2 貨物取扱還送事業に関わる法律
の新旧比較 (物流二法).9約 2姻 行

出所:r日本物流年鑑｣1989年より､一部加筆

物流二法

鷺物自動車

運送尊貴法

貨物運送
取扱毒草
汰

00事業法

図3.3 運輸業界の定義 (変革後)
平成2年2月～
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船客
代替品 (自害用事)

供給者 表豊要望孟ラック)

自企業

ヤマト運輸

補完的生産者
取次店
(米屋)
(酒屋)
(雑貨屋)
デパート
(お中元/お患暮)
名産品店など

供給者
従業■ (SD)
自動車会社

(宅配便用集配車)
保守念書土

図3.4

補完的生産者
取次店

(コンビニ)
(楽屋)
(酒屋)
(雑貨屋)
デパー ト

(お中元/お綾暮)
牡誌拙 (宅配ヰ誌)
名産品店など

供給者
従業A (SD)
自動畢会社

(宅配便専用集配尊)
保守会社

土産店

(潜在)
[

日本通運
佐川急便
西濃運輸
積出通運櫓

新規参入者

千_~∴

軸 揮 小雨榔 霊票O,漂 表書那 )郵便局 (/J､包)
日本遺託

運輸省(運輸讐班会)､ (通産省､郵政省､労働省)公正取引垂A会
規制者冨琵芸濃冨飴洩判所

宅配便業界を形成する7つの
童体者 (変革前)概便開始時弼- 絹)

顧嘗

二三完 工 子-, -

自 企 業

ヤマ ト運輪

新 規 参 入 者
郵便局

(ふるさと小包)
S58.6 開始
S61.4 全四展開

I ll::::::-

競争事業者
郵便局 (小包)

日本通運
佐)廿急便

__ .､ 西濃運輸

信

旅行者

農村の生産者

情報システム等の供給者
(高速仕分け)

(MCA無線)
(オンラインシステム)

図3.5

竿慧霊去苧悪霊忘軍票志を)議芯還遠地 嘉悪霊販売 権 直)

規 制 者 公正取引委A会
総務庁

臨時行政調査会
裁判所

(雷fi宅配)

宅配便業界を形成する7つの
主体者 (変革後い昭和6-柑
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例えば､旅行先からの土産の送付や旅行での手荷物を予め宅配便で送りできるだ

け荷物は持たないなどといったライフスタイ掴 二影響を与えている｡ 書籍碍宅配や

産直品の無店舗販売の手段としても普選 しており､顧客は当初の家庭､個Aからじ

わじわと企業をも取り込んできている0

3日企業 ;I:lltt,71iH.i･ミL.:FnI
｢自企業｣とは､直接的にはヤマ ト運輸を指す｡関係会社としては､ヤマ トシス

テム開発 ∈榛)をはじめ､九州ヤマ ト運輸 綿巣)など地区別の子会社や関連業務を

司る千代田梱包工業 (樵)､ブックサ-ビス 洞泉)などがあるが､自企業の活動を

支援 し､かつヤマ ト運輸が実効的に支配している子会社については､ ｢自企業｣に

含めて考える0

2規制者 ;三立･.ここ1..Li二､1･(‥.L-:Reg
運輸業界､自動車運送 ｢業界｣における規制は､道路運送法 (変革前)に基づき､
運輸省が所管しているO 宅急便を開始する上で､また普及していく上でこの規制者

である運輸省との関係が大きなウェイ トを占めているo 道路運送法における規制に

は大きく参入規制 (事業免許制)と運賃規制 (認可)があるo運輸審議会や研究会

は､事業免許の付与や運賃認可に封する審議や規制のあり方について検討 し答申す

る機関であり､規制者として作用するO

また､他の省庁なども親制半として作用するご例えば､公正取引委員会や行政管

理庁あるいは臨時行政調査会は鮫共部門の効率化､規制緩和などといった監督官庁

とは異なった側 面から､業界に影響を及ぼすo

裁判所は直接的には業界の形成には関わらないが､監督官庁の不作為や行政に射

する不服に対して裁判でその正当性が争われることとなる._.

'3､供給者 ;S叩1-1汗｢:Sup
供給者の最たるものは､白企業で働 くセ一一-ルスドライバ (SD)であろう,,

ヤマ ト正幸鋸ま､､自動車会社とともに宅急便用に卓.イーウJtル1-と呼ばれる専用集

配車を開発､導入している｡ 宅急便の普及､拡東とともに集配車には､集配効率を

高めるためにMCA無線装置やPOS端末を手芸載し､また全回の支店 ･営業所を網
羅するオンラインシステムや高速仕分け機を次々に導入し､輸送サービスの岳度化

を図ってきた:. こ昭和54年､NF_KOシステム構築)

宅急便サービスを実iB.する上でなくてはならない集配車を提供する自動車会社､

無線装置やコンピュータ機器を提供するメ一一･力､さらには業務提携 している事業者

との受発注デー一･夕の交換やシステーム開発を行うヤマ トシステム開発なとも供給者に

あたる｡､輸送サービスの態度化､業界変革を進めていく中で､それらを支える技術､

システムを供給する供給者の範囲は､一貫して拡大してきたO

⑥補完的生産者 ;Comp且ementor:aom
補完的生産者とは､補完的な製品やサ-ビス .:補完財)を生産する企業をいう｡

宅急便が成功するかどうかの鍵は､ひとえに集配､特に集荷にかかっているといわ

れている一. l汗水たらして1個 1個の荷物を集めるというところに宅急便というも
ののノウハウがある.∴ ) (*11)
この集荷を行う取次店である米屋､酒屋ある摘 ま雑貨屋さんは､宅急便の荷物を

封



取り扱うごとに取次料がÅる｡ 一方で､宅急便の利潤者である轟客は､米屋､酒屋

さんで羊急 便を出すついでに買い物をL,たり､あるし＼は宅急便を抜 )でいる便利な

店を逼んたり､ヤマ ト運輸とこれらのI嘉は､持ちつ持たれつのFIxl係とな一･了rいる.,

韓に-_iriニ穴,r:Hとしては､仝【卦規整で駅間し､.多くの∃常品や種々の振り込みII]-ヒス

等を辛がけているコンビニエンスス トアは､有力な補完的生産者といえるo

また､謹話手工 名産品店では､純音に贈り触､太､名産品などを送付する場合､

迅速で低廉な料金の宅配便はうってつけであり､これらもまた補完的生産者といえ

る二

⑤代替品供給者 ;Subst由比ionsupplier:Sub
宅配便の対象とする小荷物の運送を行う代替品供給者は､変革前も変革後も自家

用車､自家用 トラックを所有する個人または企業であるo また､小荷物を大量に扱

う企業では独自に物流子会社を持つ場合があり､これも代替品として作用する｡ 輸

送手段としては.､鉄道､内航海運､航空があるが､宅配便の代替輸送手段としては､

宅配スピ- ドから航空が候補にあげられる｡

⑥新規参武者 ;NewR豆vaH New

宅配便へ進出する際には､宅配便は商売にならないとの考えが業界では支配的で

あったため､新規夢見業者はほとんどなかったOしかしながら､日奉通運など-般

路線貨物を扱っている事業者は宅配便の輝くえを見守り､新規夢見者としては潜在

的に存在していたといえる,_,

I三㍍H51年にヤマ ト運輸が宅配便サ-･一一ビスを.開始したが､相和 56年ごろにな･･_-,

てこの宅配便が利益が出るビジネスであると認識されると､途端に新規参入者35

社が地或参入してきた..この潜在的な新規参入者は､ヤマ ト運輸とともに､ヤマ ト

運輸の競争事業者として宅配便の取扱個数の大幅な拡大に貢献 し､宅配便の業界が

ビジネスとして有望であることを示した.

⑦競争事業者 ;RivaH Riv

変革前の宅急便の主な競争事業者は､郵便局 .:/｣＼包∴､国鉄 (羊小荷物)､及び

日本通運であった｡宅配便は､睦客の二--ズから見ると最も近い競争相手は郵便小

包である､., 従って､郵便局 (郵便小包)からみれば.､ヤマ ト運輸 (宅急便.)は主と

して一般家庭を顧客とする小荷物の宅配サービスの領域に対する新規参入者であっ

たと言える､ 宅急便開始時のそれぞれのサービス内科 よ表3. 2のとおりであっJた.‥.

変革後の競争蕃装着を見ると､国鉄 (手小荷物.)の取扱偶数は昭和 51年度の7

千万何台から昭和61年度には688万佃-;Eで激減 し､宅配便での扱い個数のわず

か1%となり､変革後の競争事業者からは退いている.･. 一方､ トラック運送業者で
ある日本通運､佐川急便､西濃運輸及び福山通運等が新たに夢見 し､競争事業者と

なったOなお､郵便局は､従来の-般小包に加え書籍小包の増加､昭和58年から

聞始した ∴ミ､るさと小包｣が寄与 し.､競争力を強化させている._,

3.2.4 業界変革モデルの適用
昭和51年から昭和61年の10年間をとらえると､図3.6に示すようにヤマ

ト運輸は宅急便の開始により､I-･･…般自動車運送 ′業界二で一般路綿貨物に区JJiされ
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表3.2 各サービスの比較
<宅急便開始時 (昭和 51年)>

サービス名 提供者 サービス仕様 特記事項 (轟低違貰)
壬雷 到着日数

郵便小包 軒便薦 6kgS61日Okg 約5日

国鉄羊小荷物 囲鉄 30kg 約7日 注 :宅だ鉄道便0 (S57開始):ひかり等急便 (S60甫始)

小荷物 田藩通運 30kg 約 fB 注 :ヘ●リ力ン便 (S??帝位)

宅急便 ヤマ ト董輪 10.20kgPサ巾■(2kg)はS58- 約2日 ゾーン′サイス̀別軍曹(700円)

jj



図3.6 運輸業界と製品 ･サービス

図3.7 自動車運送業界変革モデル
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る業界 (狭義)付近に､新たに宅配便サ-ビスを創造 したo

この･-1般路線貨物業界 ､桟義:･は､宅急便の豊壌により業界が変革され~L'いく

図3.7に自動車運送集界蛮茸モデルを示す.丁宅配便が登場することによ･二,-I宅 配

便の業界が新たに生まれ.､B]3.7の左部分に示されるように業界プレーーーンが大幅

に拡張された｡その結果､従来この一般路線貨物業界では商流が童であったが､個

人を対象とする小荷物を扱うことによっては郵便局､鉄道選び日奉通運などが競争
相手として現れてきたO鉄道の事項荷物は宅急便の登場後､扱い個数は激減 し､追
出していった､､-一方､従来から=-一般路緑葉抽共界に属 lJていた企業は､この新 しく

生まれた宅配便業界に新規参入 してきたoなお､主たる規制者である運輸省は､物

流二法の制定まで､-零 して昭和 26年に制定された道路運送法にもとづいて-般

路線貨物業界を規制 しており､宅配便という業界を新たに創造 しようとするヤマ ト

運輸の動きを牽制 してきたo

ヤマ ト達幹は､宅急便を開始以来､次々に新 fJ-ビスを導入 してきた.､

昭和 58年 ; 『スキー宅急便』発売
昭和59年 ;:=ゴルフ宅急憤二発売
昭和60年 ;I引起らくらく八､･:/j_::発売
昭和 61年 ; 一時間便~莞売､ :I-コレJjトサ-ビス_j開始
その後も､ jブッJ/サ-ビス.発売､ -trt･-S宅急便.1発売､ ｢/j- ル宅急便･発売.､
等々､他社に先駆けて積極的に導泉を進めてきたoこれらの新サ-ビスは､業界プ

レーンを次々に拡げてい･:つただけでなく､それまでの宅配博が括っていたイメ-シ

や終審が宅配便に求めていた機能を大きく変えていった｡

3.2.5 業界変革のポイン ト
業界変革をどのように起こしていったかを業界変革モデルにより分析を行う.ユ 業
界の変芋は､まずも-i.て白企業の変革を行い､白企業が業界を形成する各主体者に

直接的にあるいは間接的に働 きかけたり､主体者との笥係の変化によってもたらさ

れるのではなかろうか｡つまり､白企業と業界を形成する各主体者との相互作用に

よって業界に変革をもたらすと考えられる｡

(1)自企業の変革

自企業は､業界変革モデルでは競争者の差別化の氷山モデルで示される､: ヤマ ト

運輸白身の変革として具体的に何が起こったのかを氷山モデルの各層に照らし合わ

せて分析を試みた結果を表 3.3に示す.｡表 3.3では､市塙戦略と自社の事業の

定義が業界プレ-ンに対応することからひとつの層として扱い､Iiた資源､能力に

ついても両者が実際には密接に閲係することが多いと考えられることからこれもひ

とつの暦にまとめ､具体的な施策､実施内容を示 した｡

宅急便サ-ビス開始で-蕃大きな要河は､小倉社長自身から発する戟鴨意国であ

ろう:､ 木葉である長距離路線への出遅れにより経営の危機感が募っていた中で､ ト

ラッ/Jがこれだけ発達 していても-般国民が荷物を送りたくでも送れない現状をあ

らため､司民に喜ばれるサービスを始めたいとの-/･:,,から始ま-:)た｡具体的に事業

として屑関するにあたっては､以下に示 可-ように売り手の論理ではなく､徹底 して

j∫



表3.3 ∈企覚の変革の取組み

｢氷山モデル｣ 具体的 な施策､実施内密 補足説明 (理由)

業績

市場戦略〆 ①コマ-シャ井を実施 ① (潜在需要を掘り起こす)

事業の定義 ②迅速性､利便性､妾全確業､②小荷物を受け取りに行く､翌日配送薫
分かり易い運賃を実現 現,十一ン.里ス+別牛舎など

耳テハ へ一十十力との澱引を中止 ③く方針>業態の通うものはやらない !(作業の混乱を避ける㌔背水の陣を引く)

資源/能力 ①ネットワークの充実 ①翌田配送を宴現するため､全図規模の路

日 路線､営業所の全国展開 緑綬の､取次店モ貫り込み､通信ネットワークな

2)取次店3j＼nUシステムなど②商品開発カ どの充実既を図るo②ダン卜ツ3ケ年計画o支店における開発

③規制を乗り越える能力 ! ③運輸省､同業者を相手に規制に挑戦o業罪 .社会の動向､マヤテインタヰ理論に削うで積極的に対応Oマスコミを活用

組織の仕組 ①全員経営体制 摘 D)②小グループ制 ①業界の常識を破り､営業に関する交渉畢み 決定の権限をSDに委譲 した②ドラ翻十一〆事務の職労区分を廃止o誰で

軒 テランSD+新人SD) も管理職登用への道が開かれている

③歩き回る営業所 ③先進営業所のやり方に学ぶo現場同士の窓流を実施 した(白然に自己向上シ茸ムとして成立 してい<)

戦略意匠 ①倫理性のある会社は長続き 甘締営音の愉揮､SDのハ aTリツタ.マインド

する !｣ゆるぎない信念)②経営は論理である !③軒ヒせスが先で利益はあと !くく小倉昌男氏のUマン>>国民的なサ-ビス､国民に喜ばれるサービスをやりたい ! (お客様の信頼感､職業倫理があってこそ利用して偵けが② .デ刈ツトを刈ツトに変えるために考え､葉行するのが経営者の仕事･論理的に説明できないものはやるなう､企業/供給者の論坪から客/葉音者論理に転換 (宅急便への満足度を高め､一生の鱒事にしてしまう)
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買い手の論理へ転換 し､意識改革を徹底 して実施していったo文献 捌 4)では､小

倉社長の経営の基本理念として､以下の3点をあげているo

①倫理性のある会社は長続きするし､お客様が必ず助けてくれる

2､デメリットをメlJ､､,･･卜に立えにはどうしたらいいかを考え､実行するのが経営

者の仕事である｡ 経営は論理であるo

③ ｢サ-ビスが先､利益は後である｣｡ 宅急便のようなネットワーク事業の場合､
コスト回収を弘:Ll.考ぶれば､投資はできない､.

(2)業界を形成する魯主体者との関係

魯主体者に封する働きかけ､各主体者との関係につもヽての分析結果を表 3,射ニ

;-.:i-g'-｡

顧客に封じては､顧客のニーズ､要求をとらえ､他社に克覧区相で実現 していったo

特に､従来とは異なり､利悟性､迅速仲､妄今碑文しノかも分かり易い運賃としたた

め､綿貫から受け入れられ､急速に普及していくこととな二･た,_なお､従前からの
膜客であったデハー ト､メ一一カ配送に.っいては､宅急便に集中するため､取引を中

止している,: つまり､すべてCT)京頁竿を対象とするのではなく､自社の得意分野､あ

るいは事業の定義からはずれる轟客については取引関係を見直しているO

次に規制者との等係てあるが､規制者への絶対服従 ･業界の暗黙のル-ルにたた

従うのではなく､世論を背景に､マスコミを使って規制緩和を訴えていったO積極

的な路線免許の申請､運賃値下げ申請､また行政訴訟も辞さなかったO規制者は必

ずしも､規制を強化するとは限らないo技術革新や社会の業態により経済的規制を

緩和する働きもする｡ このケースの場合､公正取引委員会､行政管理庁 (現総務庁)㌔

臨調の勧告により規制緩和が勧告されているo 寮3,5に規制克服の具体例を示すo
供給者としては､ヤマ トシステム開発 ･:NEKOシステムネットワ一･一-ク)の存在

が極めて大きい ､) このシステムにより地元 トラ;･･ク業者を宅配便取扱提携事業者と

して物流VANに取り込むことにより､翌日配送､全国展開を確実なものとしたo

補完jJlj生産者である取次店には､地元の消費者を詩文こしている米屋､酒屋などに

なってもらい､取扱手数料を通じて相互に潤う仕組みをつくったが､これは需要の

掘り起こしなどで大きな貢献をすることになったし､

代替品供給者には､自家用車､日豪用 トラックや物流子会社などが該当するっ 業

態の異なる商用貨物とは嘩み分けを行った｡宅配貨物の利便性､迅速性､r-安全確実､

分り易い道賃を徹底 し､宅配遣物に専念することにより代替品供給者に対応 した｡

宅急便開始前は既存の路線 トラック事選者が新規事業者として潜在 していたが､

宅急便開始後は垂肘頭IF)のふるさと博などが新規サービスとしてあげられよう.A. Pサ

イズ (2kgまで)の開始やクー一･一ル宅急便､スキー宅急便などの新規需要の開拓は､

サービス領域の拡大と他社の新規サービスへの対抗として寄与 したと考えられる1.

道に､ブックサー一一ビスなどを始めたヤマ ト運輸は､第3種垂田更の韻域を小包で扱う

ことにしたので､郵便L-.対しては新規参入者となっているリ

競争事業者にLL 宅急便閲始前には主に国鉄､郵便局､日本通運が該当するが､

ヤマ 棋7i棺か宅急便を開始後､既存の路線 トラ､;Jク業者がいっせいに宅配便サービ

スを聞始1LJ､競争事業者数が急激に増加 した なお､r卓抜は昭和57年に ｢宅配鉄
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表3.Ll 業界史革と古主体者との習榛

主体者 具体的な主体者 働きかけ碍考え方､内容 参考 (従来はどうか)

歳事 -般消費者テ一十 一トト力 ⑦癖荷物を受取りに行 < (利便性)､十′一荷物括っていくも

②翌日配達をモツ卜- (迅速性) の !
③陀EOシステム導丸 く安全確実) ②配達日は約束できない

十十一十†イス十去声斗全 (分リ易い洋質)⑤宅配便に集中するため取引を中止 ③小荷物の追跡に時間要す⑥距離と重畳で細かく区分された複雑な料金⑤特定碍荷主に経営を左右されるぐ

規制者 運輸省､郵政省公取委など ①一般消費者に訴えかけ､積極的に①規制者への絶対服従､業

規制緩和に挑戦 したO規制は変更可 界の暗黙のルールに伴 う

能 ! ②公取委等は規制緩和促

②世論を背景に間接に働きかけた 進者として敷いた

供給者 自動車会社 ⑦宅配専済車を開発､導入 した ①他社は トラックを利潤

情報システム会社 Ⅰ＼∵柾システムネ沸7-封こより頭元トラック ②路線トラ頭企業のわライン涼

MCA供給会社 業者を宅配便取扱授携事業者とし テムの本格稼働はS58年代後
て物流V鍋に取り込んだ 半である

補完的 取次店 ①-般消費者を熟知 している米 (手宅急便取次店の開発は

生育者 産直業者 屋､酒屋などを取次店とし､取扱手 口碑だが､失敗 している②他社も後で追随する通販業者 数料を通じて相互に潤 う仕組みをつくった②取次店を増や した く平8:28万)

代替品 皇車用車/トラック①商業貨物 との棲み分け､利便性向①中小企業向け物流は､荷
供給者 物流子会社 上による対抗 (後に中小企業向け坤 動きが少なく他社は敬遠

流軒ヒネス進出) してきた

新規参 郵便局eS58-ふ ① p骨相砂馳 g)の開始 (S58) 斗宅配噂では川幅まで

人音 るさと便開始) そ十ソ吾-ヒ十封こ乗り出す (S吊)i自ら宮レ宅急便､スキー宅急便等､需要の掘起こし､軒ヒやス領域の拡大を阿る ②第 3種郵便の領域

競争事 郵便局 (小包) ①他社が乗出す前､競争者不在時に｣濡単を見てから参入す

業者 日本通運 事業を開始する ∈サ-ビスが先行)る (利益確保が貴行)
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泰3. 5 規制克服の具体例

義堂 事例 具体的な取組 .内容 従来､他社の対応

l.業界の常識 ①宅配便でもビジネス①NE監0涼テムなど-般消 ①商流向けの事業システム

を変えた になることを示した②CM戦略を採算にのせ 費音対応に事業システムを市境築 した②TV､ラシtt才､新聞等の広 とな1ている②還送会社はCMをやら

た③受付/取次店に素人 告を使い需要創造を行 ないoCMをか了-する売

つた 走は期待できない

③米屋などの取次店は③運送会社は荷主も事

を起用 した⑧料金値下げ申請をし配達のノワハウを巧 業者も運送のフ¢口であ配と家庭の架け橋の役割を果たした⑥利用促進､全国翌日 つた⑥料金は値上げするも

た⑤荷物を取りに行く⑥転職ドラ翻小を多能エ 配達の早期実現､サ-ヒやス向上を目指した⑤利便性向上を図る⑥セ一服ドラ翻少は荷物預 のである 三⑤持ってきた荷物を運ぶ (鉄道､郵便局)⑥ドラ仰せは運転のプ◎

として位置づけた かりから集合､テ†づ投Aまで-連の仕事を行う 口､他のイ±事はやらない

Ft.親辛いレ-ル ①小型車で還送 した②取扱事業免許を持た甘路線免許がおりない①荷物は路線トラックを健
の解釈を変えた 場合､亜型革で対応 用 (路線免許強要)

(注) ②荷物を受取り預るだ②取扱事業免許所有者

ない者を菓次店とした けで末端韓送でない :が行う

③宅急便別立て運賃申③宅急便という新商品③路線運賃として抜わ
請 gS57) だから路線価とは別 !れていた

川.規制韓和に ①免許申請を積極的に②行政訴訟を起こす②新聞に意見広告 く監 甘業界の暗黙のJ′一山こ

挑戦 した 実施 了工台/青森iS弓 従う､官庁に逆 らわな

1) い等

②宅急便p骨相や発売延 ②宅急便運賃制度研究

期 (S58;認められる)督官庁への批判) 会設置 (S58;運輸省)

lV.規制そのも ①宅配便運賃認可基準 ①基準制定に影響を与 ①②③規制は受けるも

のに影響を与え の制定 (S58) えた のである !

た ②行政管理庁等の運輸 ②勧告に影響を与えた③制定の遠国のひとつ ②路線業者 40枚が宅
参考文献 (*1且-車用 より作成
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道便Q｣､昭和60年には ｢ひかり葦配傍｣を姶めたが､その後撤退 し競争事業者
からは事実上消えてい･:7･た･.

このように､白全英と苦土ィ.ト音との問では､宅急便という新規サ-ビスをめぐ･_)

てダイナミッ/jなインタjJllシ｣ンが繰りひろげてられていく. 業界の競皐で重要

なことは､顧客が求める利便性､迅速性､安全確実な宅配サービスを低廉な運賃で

芙現 し､維持 していけるかが.∫:1'ントである･. 即ち､戟鴨愚図でt=:.fi明した rヨ民に

喜ばれるサ-ビスを始めたいとの一心｣から始めた宅急便サ-ビスは､自企業を革

新 し､さらに魯主体者に影響を与えることによって宅配便という業界を創造してい

き､さらに終審や宅配便業界を形成する魯主体者から学び影響を受けつつ新しいサ

ーヒスを開拓 してい-I;.た_,

3.3 業界変革モデルの検討

このようL-.業界変革の一連の動きは､業界変革モデル ･1/図2. 8;･でみることが

できる､ このモテj'/は競-S字の差別化の氷Il｣モデル IL:同 l.4:･と業界を形成する
7つの主体者 ､図2.3こ.:から生まれたものであり､図3.8に示す<i:うに白企業

の学習 :1ルーブl:白企業変革のル-~ノ)と自企業と硝客､業界との苛での相互学

習 (ルーブ2:業界変鼻のル-7､､･の･T:デルで説明することができる t.表3.3は

ループlの具体的なfrxり組みであり.､表 3.4と表3.5はルーブ2の異体EIll/:LT影

響､関係を示 している.､ この二_つの学習ル-丁は白企業の事業の定義と市塙戟把の

層において交差 し､相互に影響を与え合うことを示 している｡

この某群変革モデルで採用している業界の定義は､事業法という規制的側面､規

制者の目からとらえたものであり､ヤマ ト運輸の宅急便サービスのように､既存の

規制の枠組みからはみ出たサービスを実現する上では泰3書5に示されるように規
制克服のための取り組みが必要となる0

回?.2に示すように業界の認識は､規制者､業界を形成する各主体者 (事業者/i

凝び醸零によって異なると考えられ､競争獣酷を構築する上では､顧客の視点が欠

かせないが .::串19)､顧客がとらえた業界が必ずしも業界の真の姿を把握 していると

もいえない､-,従-I:-.て､業界の定義は事業者自らが行わざるを得ないのであり､図2.

7で示される ｢事業者等か認識､活動する領域｣を業界変革モデルで使用する業界
の定義に採用すべきであろう､J

言い換えれば､規制の枠組みで定義された業界と事業者等が認識､活動する領域

のギャップが業界変革をもたらすととらえることができることから､本モテ ルは規

制産業における業界変革モデルとして有効であると考えられる､, 競争戦略の視点で

このモデルを利用する場合Lは､競争事業者等との間で繰りひろげられる ｢障れた

競争｣､即ち競争者の氷山モデルで示される他の主体者の戦略意図､組織の仕組み､

能力及び資源にも配慮する強要があるo
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目に見える

ループ2 規制青
茶界変革のループ

自企業
競争事業者

①穎害､各主体者へ
のt払きかけ､13響
②顧客､各主体者か
らの学習､I三書を
示し､隠れた捜争
をも含む

ルーフ11とルー7●2は､
自企業の事業の定
義と市場戦略の層
で交差し､相互に
影,響を与え合うと
考えられる

図3.8 業界変革の相互学習モデル

4j



4.業界変革モデルの適用

電気通信業界に適済するにあたり､電気通信自由化の流れ､電気通信規制の枠組

み ･法体系､並びに業界モデルを適周する "業界内業界 "である衛星通信業界につ

いて概要を述べるO電気通信業界では､昭和60年の第1次情報通信改革 (以下､

通信自由化という)によって､日泰電信電話公社 (以下､電電盈社という)と囲陛

電信竃言封朱式会封 I.以て､KDDという.:.による独占環境から､多くの参入分業を

交え生き残りを賭けた撞しい競争環境に移行しているが､さらにポ Jjレス化､技

術革新を背景とした規制緩和により既存の規制の枠組みは急速に崩れつつあり､競

争は激化する-方であるOここでは､下記事項に注目しながら､競争戦略を構築す

る視点から､業界モデルの適用を行うo

①電気通信規制の車で､特に行政指導 (法律で直接的には規定されていない事項)

で枠組みされた領域で､新しいサ-ビス､事業が計画されている状況を見る(I

～電気通信における構造規制と行動規制について整理する､:

③電気通信事業法と行政指導で定義された電気通信業界と放送法と行政指導で定

義された放送業界を無線系､有線系メディアを軸に全体像を示 しノ､両菜群がデ

ジタル技術を枝として穫昧化､融合化 しつつある状況を見る｡

⑥電気通信業界における競争と協調における今後の動向を検討する0

4.1 テ-マ選定理由

報告者は､第 1種電気通信事業者であるNTT .::会社概要を資料2に示す.:.の驚
星通信サービスの営業部門に勤務する無線通信技術者である｡ 衛星通信は､他の通

信方式に比重交し､同寺fi.性､広帯域性､広域性､匡根作成の迅速性､柔軟性､耐災害

性などの特徴を有しノている,:

近年､デジタル技術の発達により､衛星データ放送､苛星インターネットサービ

スやマルチメディア等星通信と呼ばれる新サービスが相次いで登場 している.1° これ

らのサ一･一一ビスは従来の規制区分による通信と放送の融合領域に位置 しており､競争

戦略上どのように位置づけたらよいのか､業界モデルを適用し､検討を行う.｡ その

結果､これまでの規制下における業界の定義､業界の認識がどのように変わるのか

を確認する0

本論文執筆中にも､従来の規制事項が次々に緩和される動きがあるが､それらの

動向をふまえながら､検討を進めるO なお､検討にあたっての前提として､電気通

信業界が従来の規制の枠綻みを抜けだし､グローバルスタンダー ドに基づく新たな

規制の枠組みにシフトする移行過程であるととらえており､このような状況の中で

変化に柔軟に対応することは競争戦略上､必須であると考える0

4. 2 電気通イ云業界の概要
4. 2. 1 過信自由化

電電公社は､昭和50年代半ばに長年の課蓬であった電話の積滞解消とダイヤル

即時化が完了した(_その後､通信方式がアナrjJj方式からデジタル方式にシフトし
ていく中で､通信二-ズの高度化､多様化､料金の低廉化.､通信利用における制約
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の縮小などの要求から､電気通信分野に競争が導Åされることとになり､昭和60

年に､電電公社の独責を定めていた公衆電気通信法が廃止され､新たに電気通信事

業法､NTT法､KDD会社法の3法が制定された｡この第 1次情報通伝改革は､

規模の経済が働くいわゆる自然独占に基づいて壇-の事業体がサ--ビスの提供を行

I:-てきたところに､他の事業==Eの新規参入を誌めたもG')であり､法にくい)昔年の創

出を行ったところに意義があるo (*20-21〉

4,2.2 電気通信業界の規制

電気通信事業法における経渚的規制の枠組みは､独あと競争 ･公営と民営等の産

業構造の枠組みに関する構造規制と事業者に対する夢見 書退出､料金及びその他の

サービス提供条件などの行動規制に大別されるo

図4.1に電気通信関連法令と規制の関係を示す｡新規参A事業者は電気通信事

業法の規制を受ける , -･･方､NTTは､電気通信事業法とNTT法により､その事
業の構造と行動に規制を受ける. 業際には電気通信事業者は､規制者から構造規制

と行動規制ばかりではなく､規制者である郵政省による行政指導や業界内各社の自

主調整といった裁量規制をも受けることとなる｡

電気通信における規制の奉采の主旨は､国民という依顔Aが被規制企業に､企業

自らにとって望ましい活動ではなく､国民にとって望ましい事業活動を行わせるた

めのシステムであるO しかし､国民自身が直接被規制企業の行動を監視 したり管理

することは困難であるため､事業者の監督 ･管理を政府に委託すると考えることが

できる｡ 娼制のフレ-ムには､

･政府に大きな裁量範囲を与え産業や企業の直面する状況に適応 したきめ細か

い規制行政を行わせるフレーム ･二ル-ル型行政)

･政府の規制権限や裁量権限や裁量範囲を法律などで明瞭に規定 して､その権

限を逸脱 した規制行政が行われた場合には､企業側が裁判所など第三者機関
L-_異吉義申し立てすることができるシステム (裁墨JilJ行政)

の2つに分けられか､日本における電気通信事業における行政の実態は､法律や通

達といった透明なル-ルに依存するル-ル型行政ではなく､裁昌型行政となってい

る:. ::大理1

新規に削定された電気通信事業法では､伝送路や交換機などの電気通信設備を設

置して電気通信サービスを提供する ｢第 1種電気通信事業｣と第 1種事業者から設

備を借りて電気通信サービスの提供を行う ｢第2種電気通信事業｣に区分され､そ
の事業者の区分によって異なった規制が課せられている:: 図4. 2に規制の概念を

示す0第 l種電気通信事業においでは､事業開始は V許可｣､料金は ｢認可｣制を

とっている_ なお､第2杜事業者で不特定多数 ･大規模及び国際通信を行う場合､

特別第2種電気通信事業に区分される._, --般第2柁事業の事業開始が '-届出｣で溝
むのに対 して､特別第2種電気通信事業の事業の開始は r登録j制であり､事業の

区分ごとに規制のレベルに差がある､､

なお､読 l種電気通信事業者は､長距離系､地域系､国際系､群星系､移軸系な

どの事業区分に細分化されるが､この区分は電気通信事業法そのものに規定はなく,

43



電気通信六法

:

∵

≡

二

二

規
制
者

(郵
政
省
)

電気通信事業者

一千::-ll-I-----~I.ll - ≡≡-,;__:;･1-㌔ :

刺規i裁

法による規制

図4.1電気通信法令と規制の関係

基本サービス

(通信)

米国/EUの規制はサービス内容に鷺目

高度サービス

第1穫電気洩情事麓

事養開始 :許可
料金 :認可

頼別第2健電気通信 革 薬

事菓開始:萱線
料金 :届出

一般第2穫電気通信事纂
串蘇開始:届出料金:非規制

姦 通柵 膚を投濃

刺

凡例

米G]/EUの規制 :-

日本の規制

基本サービス :情報の内容を変え
ない トランスペアレントな音声や

チ-タの通fEをいう

高度サ-ビス :7'ロ トコルやフォー
マット変換などを行う通信をいう

･･･- -･････--. ー E]本の規制は電気通信投偏の有無に繍B

不特定 ･大規模及び親好通信

-･-- 通信投偏を投at

特定多数 ･小親株

図4.2 通信規制概念図
出所:通Tt自由化P44回Il-211速惜規制救念比較GZ)に加筆
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規制者の裁量規制によるものである｡ (*2招

4.2.3 苗気流イE_=;業･界の現扶

電気通信事業者数の推移を見ると､過信自由化による競争の導入により､改革前

には電電公社とKDDの2社であった第-種電気通信事業者は､平成 ヲ年度末現在､

138杜に達 している. 鞘-Jiは､NTT､KDL)､NT iドコモ等 18社の佃､gJi

規事業者として､長距離系3社､地域系28枚､国際系2社､衛星系4社及び移動
体系90社 (携帯電話､無線呼出し､PHS等を含む)となっており､急増 してい

る｡ 第2種電気通信事業者についても4,588枚であり､その内訳は特別2種事
業者が75社､一般 2種事業者は4. 5101=にのば-_:･Tおり､11年前には存重

しなかった非常に多くの事業者が電気通信業界に参入LJてきたO (*23)
園内電気通信市場における電気通信事業者の収入も通信自由化前には5兆円弱で

あったが､平成8年度には10兆円を越えるまでに成長したo

この背景には､法による競争の創出によを上 長距離会社における市外電話料金を

めぐる競争や､端末自由化 (端末機の売り切り制3㌔1地区4枚体制の導入､デジ

射 レ化による爆発的ともいえる携帯電話の普濃に見られるように､電気通信業界は

順調に発展 してきたといえよう‥

4.2.4 技純革新の動き

通信自由化後､経済､社会の大きな流れにそって､多くの電気通信事業者によっ

て多彩なサーービスが展開されてきたいこれらを支える亭主捕 トレンドをあげれば､高

付加倍植化､カスタマイズ化､ビジ1アル化､インテリジェント化､パーソナル化

そしてマルチメディア化があげられる｡その情報通イ言インフラを支えるものは､遷

化､光化､デジタル化､サテライ トネットワーク化､ソフトウェア化であり省エネ

ルギー化であろうで (*封)
ここ数年､通信､放送分野で最も大きな影響をもたらしたものとして､インター

ネット､携轟 ･バ-ソナル通信及び筏星デジタル放送が指摘できる., これらに共通

しノているものはデジタル技補であり､デジタル桔絹をベースとした技術開発､サー

ビス開発により､多彩で､高度なサ1-ビスの提供が可能となった｡技術革新による

新サービスは今後も頻繁に登場 し.てこよう､.,

4.3 管星通信業界への業界モデルの適用
4.3.1 適用にあたっての予備調査

検討対象とLJて選定したマルチメディア1/tiI屋通信サ1-ビス (仮称)は､NTTの

マルチメディア基本構想の共同利用某綿の一環として規在､複数の利用者とともに

共同実験を行っている最中であるが､これについて事業化を行うかどうかについて

の判断は下されていない.1:

本研究は､マルチメディア衛星通信サービスの事業化を行う場合を想定し､その

際の事業戦略の構築に資することを目的として報告者が業界モデルを適用 した検討

結果をまとめたものであり､従って所属する企業の事業の方針､事業計画を述べた

45



ものではない､

L11二枚星通伝業界の概要

昭和60/Ft-たで言､i':iT･呈通伝',::､竃電Jl_t社がCS･-I3を利用 した小笠原と本土を

結ぶ盈衆固線や､災害時の救済用としての利屑にとどまっていたが､通信自由化に

射 j衛星通信分野に新規事業者が参Å し､本格的な商用サ-ビスが開始された｡衛
星l:_系の買 l種事業者は､9生311末現在､ 桟 ヨ太サテIjイ トシステムズ (以下､

JSATという,一 会社鯖雲を3に.示すLI.､享有過信･棟 ･':'以下､SCCという〕

会社概要を資料 4に示す ?I､NTTの3対l=加え､平成8年にはハチソン ･コー一一
ボL'イ ト･-;･/クーL7ス ･プライベ ート･リミテ､ンド (以下､HCAという)､バン.

アム ･サ 二･トコ-ホL/-ション (以-卜､PASという1/の5社があり､衛星通信サ

ービスは合吉十9機の通信街宣により行われており､総 トランスポンダ (電波中継器)

敦は264本 ＼JcsA-1の104本､スーパー一一バ一･･卜の52本､N-STARの

52本､AsiaSat2の24本､pAS2の32本)であり､そのうち通信用

で利用 しているものは166.5本である∴ また､過J言昔等を利用 し1-i,情報の送受

信を行う地球局として無線局免許を受けているのは8年9月末現在6093局に達
しているい .::･いミ:I.!:.

通信量i星保有会社 (JS∧T､SCC)における揖屋通ノ言サーーヒスとし.ては､当

初､衛星専用サービス､受託放送､衛星電話サービスを行ってきたが､両者とも平

成71醇から国際専用サ-ビスを開始 している.:
また､衛星インターネットリービスについては､JSATは寸成9年 Il月から､

試練サ-ヒスとして提供 してきた IPマルチキャス トと時'-ぶ1'-:f星TCP/ IPサ-

ビスを本サービスとして展聞している,～.SCCは､､平成9年 l月よりDirecP
Cを使った衛星インターネットサー-ビスDlreCPC TCP/ IP過信サービ

スを開始 している:､これら塩星系 l種事業者に加え､第2種事業者も同様のサ-ビ

スを開始 した二回4.3に衛星インターネットサービスの利用イメージを､表4.

1には各社の襟星インターネ､:/トサービスの概要を示す.: ,::*25)

さらにJSATは､通信衛星を用いた衛星デジタル多チャンネル放送に進出し､

日本ディジタル放送サービス (以下､DMCという)を設立 し､平成8年からPe

rfe cTV !サービスを開始した:-,同様に､SCCも同様のDirecTVサー

ビスを開始 し､通信と放送の両分野において事業を展開し~-(いる｡ これらの基盤設

備を用いて､パソコン向けの衛犀デー一夕配信 ･放送サー一一ビスが計画されている(〉tぎ】

4.4に街崖テ-夕配信 ･放送の利用イメ一一ジを示す｢
箱星系事業者として当初､JCSAT (規､JSAT::､､SCC､サテライト･

ジャパン ･:以下､SAJACKという)及びNTTが参入しJたが､SAJACKは

JcsA~rと合付 し｣SATとなり､以降､｣csAT､SCC､NTTの3社の

時代が続く･., NTTは､自社衛星NSTAR (2機二･を保有するが､NTT法附則

第2条に基づき講ずる措置で公正有効競争の促進の見地から衛星通信業務について

規制され､行政指導によって自社衛星での本格的なサービスを実施できず､｣sA

T社への業務委託 :｣SAT社の トランスポンダを借用)によって実施 している｡.

通信自由化における衛星系事業においては､NTTは先導的な利用法などを開拓
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【アクセス回線として利用する場合]

インターネット

レスポンス

インターネット
7̀Ⅳ1̀イタ■

メリット

･高速アブ'リケうヨンの
利用が可能

･通信時間の集豆縮

デメリッ ト

･衛星部分に加え､
地上系のインターネ小も

契約 しなければなら

ユ-ザ- ないのでコ朴が高い

加入電話/lS･DN

図4.3 衛星インターネットの利用イメ-シナ
出所 :NIKKEICOMNUNICATl(刑S1997.9.1P98

表4.1 主な衛星インターネットサービスの比較

サービス提供者 サービス名 サービスfL辛 任用衛星

SCC DirecPC 領内に雌 を放覆し､衛星経由のイント+.Jト7ク 良一PerbirdA

TCP/JP適任サヰ◆ス セスを推供○伝送する専1に応じて課金する料金体系を梓用○

DIC DiTecfn 米卸 二世鷹したN∝と嬢揺する.基本サーヒナス FAS-2

卜ヰ◆イントわトトヒ̀ス 鉱 と同等だが､米昏hKX:内に高速動画サーハ◆-蜜投渡し､高精細な映橡配悟サゼ スを提供や

JSAT ーPNcasl 専用線イJ-シ一のTCP/JP濃借サーヒ■スO書用のん-9-を浪遭し､地上系インタ-i.Jトと衛星の経路を制申する〇一PTA粥†朴,77●リケ-シヨンを利用○ 戯 T-2

NTT マみチ沖-イア衛星温情 東海東学や学習研究社と共同で､韓乗向けに寮駿を案施車○国内の衛星デジタル放送仕様 NSTAA

サ十●ス(実用実験) rD8V1に単軌し､同時にLFtG2で動画正作トヒ'スも繰快可鮮∧

ヘ'.JコウアJ.インターわト SPA旺-8 7●ひ1'イタ一向けサーヒ'スO米匡=二世薗したNKから固定的に8本の7.Eyl◆イクー向けに衛星リンクを形成するや品目は.1.5N-4叫ヒ'.Jト′秒. Phs-2

出所 :日経COAALJNICATICP6 1997.9.1 表211より作成 DIC:タ■ルクトインターネ･Jト
N0C:手･Jトワ一対へ●L'-ションt:ンタ
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〔プッシュ型の憎朝配信サービスの場

合]

衛星デ00タ配信 ･

放送受信機能をパ
ソコンに装備し､

データを受信するO

より芸羊細なデータ

はインターネット
経由でWWWサー
バーへアクセスし

入手する｡

図4.4 衛星デ-タ配信 ･放送の利用イメージ
出所 :NIKKEIC洲 UNICATIONS1997.9.1P96参考

表4.2 衛星通信業界の動向

ステ-ジ ー 2 2.5 3
アナログ時代 デ ジタル移行時代 デジタル本格時代 メデ ィア融合時代

(部集輔) (第2次部養欄) (奉格鹿争期) (新 たな発展期)

時 S60-H6 H7-H8 H 9-H12 H 13-

衛星 S60:通倦自由化 Hア:蔽紳鴻路大農災で Otkft(TV)とデータ Oail/渉AB/地上

:現JSAT蜂 衛星過借が見直される ft(PC)がai星溝価に 連価が複合/融合

:SCC校正 H8:衛星デジタル映像通倖開始 より､F)-ハ-ドウエア 化,必事に応じた
:SAJAC放 で手攻 書tとJtソコン 遭堺が可搬となさ?

H5 :JSATt%1* の融合がlt; 0メデイ7'の練合 .
･海星デジタル放送開始 Al含によりメガメ

洩惜 1健筆轟音の経営状況 衛星放送事典を開始して以来､兼り上げがイ■び Pbrf○cTV!,DIr○CTV､JSXY-tl) Tイ7'Q)大枚手代が効果○蚤界 喜率が改善 (約半分は放 ･衛星インタ-ネット, 妓鞠革新により.
は棟性的に赤寧続き 送で利用) 衛星データ配信 -放送 さらに汲傍と親御

の 都塵デジタル放送､海鼠 サービスに相次ぐ事入 の喪服な見直しが

動向 新規単葉として衛星2機麓菅が乱立 厳しい経営 インターネット羊のサー 窃萄最適情事集者､アブu 幣われ番?

ビス鞘姑に向け確領､煉 ケ-シヨンサ-ビス ◎離農適情事蒸着の
索中 者 ､ コ ン テ ン ツ 革 幕藩､ 淘汰が進むと同時

状況がはく 衛星2糠発音 :約一糾土程度 放 送 事 業 者 等 を 尊 重込hだ 合 従 連 衡 が 急 速に温む に新たな発展期にÅる?

薪サー ･アナnグ晩煉伝送 ･デジタル映健伝送 ･葡1インターネット社内TV/SNG 雌2 ･衛星データ配情 -放送

SNG:Satollil°NHSGaLl℃･irq;映flの兼キメ伝送
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してきたもののシニアと-J-L'はわすごか :I:賃料5に､JSAT､SCC及びNT-tの
衛星通信事業の収支を示すさであり､実質的にJSAT､SCCの両者によって行
われてきたのであるO ただし､両者の経営は最近になって単年度黒字に移行L/てい

るが､いまだ累損一掃には至っておらず､厳 し凋犬況が続いている0 両社はほぼ同

様のサ-･ヒ､スを提倶 し互角の競争をしており､その後にNTTが続いてい香 .

衛星系事業者としては､これらの第 1種事業者に加え､衛星電話サ-ビス､映像

などを臨時に伝送する短期利用サービス､衛星通信システムの保等運用業務などを

行う第2種事業者があるo 通信の自由化によu多くの第2種事業者が新規参入した

が､需要が伸びず厳 しい経営が続き合傍が相次ぎ､現在では､拙般利用者への衛星

遇J昌サ･一日-ヒ､スの提11/i･;を行っているのは､JSAT某の荏冒ネ､,I.トワ-ク (以下､S

ネットという:･､SCC系の邑妄通信など約1.:)社程度とな-:-,ている､ (*1コ､:''二?(S.:･
通信E]由化後における脊星通信業界は､大きく3スナ･--ジのモデルでとらえられ

るのではないかと考えている,､ 表4.2に示されるように

第1ステージ :副賞貫,E :日本における鑑星商用II-ビスの開始

謁?ステージ :第2次凱其期 ;新サ ･ビス .技術の登場､ 1'嘆索郎::

第2,5ステ-ジ:競争期 ;新サービスの発展､事業者の合従連衡等

第3ステージ :淘汰､新たな発展期 ;メディアを統合 した情郭サービス登湯 ?

そして現在の勘定通信業軍は第2ステ-ジから2.5ステ-ジヘ移行中とみる､ノ

第2ステージでは､映像圧縮技補であるMPEG2による符尽デジタル映憶伝送
が登場 した｡従来のアナログ伝送方式では､トランスポンダあたり1渡しか伝送で

きなかったが､デジタル方式では4-6通程度伝送することができ､伝送コス トを

格段に下げることが可能となり､従来のアナログ方式利用者のデ ジタル方式移行に

加え､新規の利用者が増えていった｡一方､衛星を利用 したデー一夕伝送や電話にお

いては､DAMA技術､普声符号化寺支持の進歩に(i:り襟章回線を効率的L-_利用する

ことが可笹となり､また阪神淡路大震災以降､衛星通信;の耐災害性が評価され､V

sATサ-ビスや可搬型vSATの普及L-_弾みがついてきた｡.第 2ステ--ジにおけ

る鍵は､デジタル技術である｡

今後移行しつつある第2.5ステージではデジタル桔補をベースに､1/転置デジタ
ル多ナi-,･ンネル放送､衛星データ配信 ･放送に見られるように通信と放送とコンピ

ュータが接近したマルチメディアが鍵となると考えられる｡例えは技術的には､符
星放送用､衛星通信FSの専用の受信装置を準備するのではなく､同--の受信装置で､

衛星デジタル多チャンネル放送も謹J崖インターネットの利用もできるようにな-::て

きている｡ また､ひと/-)のj'ンテナで複数の通信衛星の電波を利用することが可tJlF.I

となる_,つまり､ひとつの群星アンテナ､受信装置で､衛星デジタル多チャンネル
放送､自社の社内テレビの両方が受信でき､机上のパソコンでは高速インターネッ

トも可能となりつつある._.従∵了r､第2.5ステージでは既存の通信､放送業堺の
事業者に加え､他業界からの新規参入者を巻き込んだ競争が予想されるO

∈2)運輸業界と電気通信業界の遣い

運輸 t:貨物運送)と電気通信を比較すると､両者は鉄:rlI､電力､ガス､水道と同

様に社会生活に欠くことのできない公共性の古いものであり､インフラス トラクチ
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十としての性格が強いといえる.､買物逆送で辻モノを運び '.TE.T気通信ではヒトの声､

映像などを運んでいる｡

⑦規 制 ルールが先行した電気通信業界

業界として見た瑞合､質物運送業では全匡的なネ二ノトワークを有する限られた

数の米企業と非常に多くの小規模の企業が乱立 しているO これは小規模でも事

業を開始できるためであり過当競争とな･二､ているが､物流二法が制定される悪

ではどちらかというと全回規模の大企業は規制によ･･=,て黄界秩序が保たれ､比

較 して安定した経営を行っていたOこのような状況の車で､貨物運送業者であ

るヤマ ト運輸が宅急便を始めたのであり､社会のニーズを反映して法規制を変

えていくこととなったO

-方､同軍の電気通信事業においては､通信ネットワークの外部性､範囲の経
済性の観点から従来は地域独占で電電公社により･-目元的に実施されていたもの

が､通信-のニーズの志度化 ･多様化､料金の低廉化などに_応えるために法によ

る競争が人為的に導入されたo従って､通信自由化における規制ルールのもと

での競争であり､規制者は公益性と競争を確保 しつつ参Å規制､料金規制など

により毒気通信業姓､事業者の育成を阿｢.､てい･_･;た:言い換えれば､運輸業界

における規制は､宅急便を例にとれば､少なくとも社会のニ-斉や世論､事業

者の活動によっていわば後から形成されていったが､電気通信業界においでは､

規制のあるべき姿が描かれ､そのルールのもとで各電気通信事業者は自らの意

思で新規事業と1Jて参入し､凌ぎをけづってい一二･たのである｡

･2/電気通信では/jロー一･パルな視点が必須

電気通信においては､国際電気通信連合 ･.:以下､ ITUという)設立以来､世

界的規模で技術の標準化が行われてきたが､その後､wTO体制が加わり世界
的な通信の自由化の枠組みや先進国メガキャリアの戦略的国際提携が合意され

ているo つまり､衛星通信においては本質的にグロ-パルな視点で理解されな

ければならない｢.特に､赤道上空3万6千キロメー トルの通信衛星 (静止軌道
1'Fif畳 :GE0:tを経由して行う謹i岸通信においては､本賀的に回内 ･国際を区

別は存在しないしあるのは各回の規制というボーダーだけである､.､

③競争事業者の側面

上述のように､衛星通信業界は､伊藤忠商事､三井商事､日商岩井､住友商事

らが出資する｣SATと三喜商事らが出資するSCCの2弓削こよって占められ､
NTT､HCA､PASが続 く｡ 見方を変えれば､商社を中心とする賛木の論

理が比較的大きな要素を占める業界であると言える｡

(3)ターゲットとするサービス､事業韻桟

木耕究では､NTTのマルチメディア掠星通信サービスの事業化をケ-スとして

取り上げる､ このサービスは､荏星を利用 した高速のインター-ネ､:/卜接続や衛星デ

ータ配信 ･放送による企業内ネットワーク (以下､イン トラネットという)の構築

などを包含するものであり､従来の規制区分による通信と放送の融合領域に位置 し

ているO 図 4.5にマルチメディア衛星通信サービスのサ-ビス領域を示すO
当面､NTTの位置づけから現行､放送に区分された領域での事業展開は非現実
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マスユーザ 法人ユ ーザ

(ホームユース) (ビジネスユ ー ス)

通信

∴ IcNチ 卜 lE

･…軌≡瀕常策葦‡園 糊 =

放送 逮

一L▲.｡.L...,.漆鞘紫.-雀還策 -;.-,

多チャンネル 蔓
放送 衛星量データ配信 .

㌣占慧 去 車 もすデ-タ放送

マルチメディア衛星速†吉サービスのターゲットとする領妓

⊂ = コ i､･)r--･･V･ DirocTVなどの基盤を利用したデータ放送 :Perfod℃!､DirecPCなど

図4.5マルチメデげ衛星通信のサ-ヒ､､ス領域
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的であるため､奉ケースでは童として企業､インターネット接続業者などを主たる

利用者としたサービスを展開するものとして検討を行う0

4.3.?. 巣界モデルの通用

昭和60年の通信自由化後､相次らちで規制緩和が実施されているが､電気通信事

業法工よる規制の大枠は変わ･二了rいない､_平成9年 12月時点においては､電気通
信業界の定義は図4書6に示されるo マルチメディア衛星通信サ-ビスが登場する
までは､電気通信事業法によって電気通信事業者が提供する衛星専済普-ビスは､

明確に区分され規制を受けてきた｡

マルチメデ1JjJJ:･1f星通信サ-ビス導入前 二業界喜市前として平成 7年ごろを想定

する:の1/街宣や薫サービスをめぐる7つの主体者の間係を図4.7に示す;業界変

革前は､講.1左通信事業と.Jては砲塁専用サーt-_JL主体であり､具体的なサI-ビスと

しては映イ酎云送とデ-タ伝送がほとんどであり､缶主体者が誰であるのか比華交的に

明確であった｡

主たる規制者は郵政省であるが､電気通信に関する政策課題､事業の許認可につ

いては電気通信審議会､技術的な事項については電気通信技術審議会で､また電波

に関する事項については電波監理審議会で検討され､郵政大臣の語間に応えて筈申

される｡これらの!審議会も規制者であるこ 電気通信に関しては､ ITUのもとで､

電気通信に関する国際的な枠組みや技術基準などを定めている.国内では､電信電

話技術委員会 (TTC)や電波産業会 (ARIB)なども桔純規格の制定などぞ昌子

っており､技術的側面から規制者としての役割を担っているO

供給者は､衛星通信機器等のメ-カや保等 ･運潤などの会社が該当しようo

補完的生産者として第2穫事業者をあげることができる｡ 第 1種事業者から見る

と､第 l嘩事業者から大r]で回線を購入し絹等工アプリケ-ションサ-ビスとして

販売するため､第2種事業者の売り上げが伸びると第 1種事業者の回線売り上げも

向上する関係にあり､両者は共存共栄の問係にある､､ しかし､この時点では行政指

:..-･liによりNTTは衛星匡線のリセールを行う買2腫事業者を括ってはおらず､この

メリtl･トを活かすことはできなかった.,

代替品としては地上の専用線や顧客の自営網が該当する., 衛星通信では､多数の

対地に同じ情報を送信する同報は､その対地が多けれぼ多いほど経済的に有利とな

るが､そうでない場合に.は､卓用線と真っ向から競争することととなる｡ また､V

sATによる衛星電話の場合には耐災害性などの有利な点も多いが､盈衆電話の持

つ低コス トと常に比較されることとなるO

潜在する新規参Å者としては､衛星通信機器メーカや国際衛星通信事業者が言責当

しようo 衛星通信の将来性を見越 して商社､自動車､鉄道あるいは流通などの他業

界からの参入も予想される‥, 衛星通信については､従来から比較的規制緩和が進ん

でおり､海外の衛星通信事業者の参入が考えられる､

競争事業者としては､衛星系の第 1種事業者､第2種事業者が該当する0 第2種

事業者が自社系列でない場合には､罵 l種事業者にと･了-L'､手強い競争相手となるっ

即ち､箭l柁事業者の料金が認可制であるのL-.対して､第 2押事業者のそれは届出
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電気通信事業法

放送法

有線テレビジョン
放送法

長距～ 地域 園際 拝む 衛星 妹轟の7

通信 通信 通信 通悟 通曙

r畢界

∴∵ :;滞;;;; ..I:.I.くJ

や.:;:

広義
算≡…こTl

広義の業界:棟数の規制体系.檀故のメディアによって形成される産業#

r業界J :規制の枠組で形成される産業､通常､単にr業界｣と呼ぶ

狭義の業界こ規制の枠組で形成される産業の中で､さらに細分化された産業

図4.6電気通信業界の定義 (変革前)
<通信自由化後 (H7年)>
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･'三 二二…=;--.-:-It_~-I-It ‥茸星亨計 Il=-二二号軸

補完的生産者
衛星2種事業者
映像制作会社

供給者
従集魚衛星通信機器メーカー映倫機器メーカー保守･運用金‡i

衛星逓倍横器メーカー

(潜在) 霊雷雲最適情事約

二 二 =三

競争事業者 企簾

J sAT 官公庁
s cc 大学 ･研究所等
衛星2確率集者

規制者 霊霊芝表芸慧墓)lTU
図4.7 衛星通信業界を形成する
7つの主体者 (変革前)

<通信自由化後(H7年)>

芸霊豊 善幸:(畠華藍 志≡:≡三郷 サ-ビス】を紬

【マルチメディア衛星通信

補完的生産者
イン9-わト7●Dl■イタ̀
JSAT(PerfecPC!)?
SCC(DIREC-PC) ?
〕ンヒーユづトカ
コ方ンツ提供者
衛星2穫事業者
案1 ･t販店
シンクタンク

供給者
従業■
Sl事業者
衛星通信煉器メーカー
映伸横器メーカー
保守.運用会社〕ンヒ●ユータメーカ

図4.8

国際衛星通信事業者(丸々●シナク等)

(潜在)捗動体通信事業者 (L… )

チ
競 争 事 業者 空だ-

嘉墨書墓表 N* 賢議琶買‥
cATV革葉音働TVテ･づ放送戸oHO

規制者 誓普く細 部 放送局鮎波デ~タ放送)ai星通信株器メーカーWTO
衛星通信業界を形成する

7つの主体者 (変革後)
<NTT再編後 (Hll年)>
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で済むことから柔軟な料金政策をとることができるため､価格競争になった場合に

は第2種事業者が有利となるO

甘 4.SL'､マル-Jメデイj/昔星通信 リ-ビス導入睦 .:業界変革後としてはNT
Tの再編が行われる平成11年ごろを想定する)におけるアつの主体者について検

討し/た柏里を示す...この時難には､低軌道J:riI崖 ･:以下､LEOという)､中軌道茂

_iIg ､以T､MEOという.?･による国際揃崖電15華のサ-ビス開始も予定されており､

海部の衛星通信事業者､衛星通信機器メ一郎 こ加え､他業界からの参入も予想され､

衛星通信業界は複維な構造を呈していることが予想される｡

規制有には.､郵政省､ ITUにi.)uえ､WTOが登場してきたこ､これは､電気通信

が長年 ITUの支配下にあったが､平成 9年 2月の基本電気通信交渉により､

①外資規制の緩和､

②国際通信市場へのアクセス､

③競争促進的な規制原則の確認及び保証､

が合意され､NT1㌦ KDDを除く託 l柱事業者については-切の外賃規制が撤廃

されることとな一･二､た..つまり､従来は主として国内の論語で､またrG.1気通信という

枠の中での規制であったのが､資本の論理や顧客の論理によって規制のあり方自体

が変わっていくことが予想されるO このことは､電気通信が開かれた普通の産業に

移行しつつあり.､以前にもまして厳しい競争を惹起することを伺わせる､. マルチメ

ディア芯苛通信サ-ビスのrllで､-一般ユ-ザを封敦とするものは衛星デ-.タ配信 ･

放送と同様に平成9年の現時点では ｢通信｣･F放送｣のいずれに属するか決定し
ていないが､いずれにせよ法改正あるいは行政指導等により､規制ルールが整備さ

れていくっ

供給者については､業界変革前に比較 してコンヒュータメーカなどの比重が急速

に高ま･-.:,ていると考えられるこ.マルチメディアiFJ最適寸言サ-ビスで使用するコンビ

⊥一夕は殆ど家電のイメ-ジで容易に掠作できるものを目指すと考えられるが､一

方では志度な偉い方や既存のソフトウ:lアなどとの共存など効果的に逆用 していく

上ではコンピュータに強い供給者との提携などが望まれるこ.

補完的生産者については､利用範凶が格段に広がること､また顧客が従来の企業

中心の利用から-部の-般利用者までを取り込t:とすれば､様々な主体者が登場し

てこよう､､ インターネットプロバイダについては､このサ-ビス基盤を使って一般

利用者向けここインタ-ネットサー.ビスや情報提供を行うことが想定されるが､その

場合Lは娘寮であると同時に一般利用者の屑を払げかつ自社の衛星インタ-･ネット

サーーヒ'スの拡大L-.古献する.･_. また､コンテンツ提供者についても､街等イン/j-辛

ットサ-ビスや荘星デーー-タ配信 ･放送の基盤を利jijして例えば会員に有益な情報提

供を行うことは自社のサー-･ゼ スの魅力を向上させるのIIT_役立つ._,-方､Perfe

cpc !やD irecPCなどの提供者は､サ-ヒJ(領域が互いにオーバ-ラッLj'

することから競争事業者として考えられるが､例えば利用する受信装置の共通化を
図ることによる多くのコンテンツを利用できるという利骨性の向上が図れること､

アップリンク設備などプラットホームの共用化などを行うことができればシステム

構築費用の低減化を図ることができるo
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代替品供給者としては､変革前とほぼ同様であると考えられるが､顧客の既存の

自営網の利用方法を高度化するなどにより､新サービスの導入を控えるケ-議が増

えてくるのではなかろ:)か･特に､仝業利用の場合には､頗宮E=l身が志度な知識､

技術を身につけてくることによって､既存の自営網が強力な代替品となる可能性が
ある.-.

新規参入者としては､採際衛星通信事業者と移動体通信事業者があげられるO 国

際衛星通信は､国際衛星携帯電話と国際データ通信に大別されるが､これらはLE

oまたはMEOを用いるもので､平成 10年から順次凄Åが開始される予定である｡
また､)Jn:i-代柊di･IJ体通信の IMT2000は､2Mbps≠引立の伝送が可能であり､

かつ小型軽量の端末でかつ移動しながら別掲可能であることから競争事業者として

浮上してこよう一一.

競争事業者としては海外の事業者が参AL､また従来の競争事業者である通信事

業者に加え衛星通信機器メーカやCA7V事業者など放送事業者をも巻き込み､そ

の数は急速に増えてくるものと推察される｡

このように業界モデルを･作成することによ-･二)て､各主体者は誰なのか､-また各主

体者間の関係を明らかにすることができるO 衛星通信業界には､デジタル技術に端

を発するマルチメディア化が進むことによ-:.'1-(､多くの主体者が参加 してくる ､ そ

の結巣､舘昂通信を桟とLIr図4.9に示すように従来の通信業界と放送業界 が 融

合された領域に､変革された衛星通信業界が誕生することとなる｡ この変革された

衛星通信業堺は､通信の業界からは1対 1の通信から1対∩ (複数)の.､それも不

特定多数あるいは多数の会員を相手にする ｢通信｣サービスが､=…方､放送の業界

からはインタラJjテ1･プ ロ蓬莱の放送のように片方向の伝送ではなく､送信者と受

信者の問でやりとりする)な新しいタイプの :-放送__:サ -ビスが競合する領域であ
る.1 こオ最まで､通信業界及び放送業界を規制していた電気通信事業法､放送法につ

いては､サービスの実態に合わせ､大幅な改汁二などが行われると想定される.

4. 3.3 衛星通信業界の変革にあた一二Jて

(1〕N-TTの現状

マルチメディア衛星通信サービスによって､業界変革を行う場合をモデルとして

示 したいし､しかしながら､ヤマ ト運輸の宅急便の場合に比較して､NTTの現状は､

I.i､､表4.1に示すように他の競争事業者は既にサービスあるいは試行サI.I-ビスを
実施しており､遅れをと･=ている､

②行政指導により自社衛星の利潤ができない｡その結果､事業の根幹であるトラ

ンスポンダを競争事業者に依存することとなり､競争戦略並びに専業収支上､

圧倒的L-.不利な構図となっIrいる､

､jr戦き妾業界､特に､放送､国際通信､移動体通信事業者が類似のサービスを開始

することにより､業際を越えた競争が始まるが､NTT再編が終了するまでは

NTT法による規制が残り､柔軟な対r/LBがしにくい､

4本楢的酎新屋通信事業を開始することに対して社和 こ賛否両論があり､方針が

定まらない､
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串燕の区分(扶持の最界)の娩堺は､
･>LJ,ユ化によりあいまい化していく

電気通信事業法

(改正 ?)

放送法

(改正 ?)

有線テレビジョン
放送法

狭轟の覇｢麓界j広善

喜董蓬 霊漂 蔓 霊冨離 園好適曙 ギ;移動体 言…遺構 芸…t∵
+ <共通迂担中継網>宍芳:予ア芳=㌣Pエ整準 敷 果空耳平‥二で栗_,土 星藁 買 ア電抹翼壁& 七二> <衛星親帯電謎凄> .:

I 車康票 ÷/,
;; --'事~:

広義の業界二枚散の規制件系､複数のメT-ィァによって形成される産集群

｢霊界｣ こ規制の枠組で取成される産暮､通常､単にr霊界｣と呼ぶ

狭義の業界:規制の持場で取成される産業の中で.さらに細分化された産兼
∈ヨ慧霊孟蒜霊界′■●●■●●■●■ヽ
:.…‥....,: 無線系

図4.9 電気通信業界の定義 (変革後)
<NTT再編後 (H11年)>
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亡5他社のサ-ビ.‖こ比重交して憧れた機能も有するが､jl_ill:別化要凶としては弱い､

など決定的な違いかある､ 1-3は､業界を形成する各主体者との関係.あるいは

目に見える競争であり､⑥､⑤は､自企業自体に属する事項であるが､このままで

は新サービスによる自企業の変革と業界変革は非常に厳 しい状況にあるといえるO

〈2)業界を形成する協調者､競争者選び規制者について
図2.3は､業界を形成-31る7つの主体者を示 し､それぞれの≠体者が誰である
かを検討するのに役立つが､業界を形成する主体者の車で誰が奉当の協調者であり､

競争者であるかI.rl.っいては明確に説明1Jてはいない.二B.J.ネイルバフは､ ｢ビ
ジネスは､価値を創造し､価値を獲得するゲ-ムである. 価値の創造は本来協力的

なプロセスである捌 二対して､価値の獲得は泰来競争的である｡｣(*27)と述べて
いるO つまを上 ビジネスは､自企業と[協調者コである補完的生産者と供給者によっ

て顕客の協力のもとで価値を創造する活動と､自企業と競争事貴著､代替品供給者

及び新規夢見者などの [競争者]との間で繰りひろげられる価値を獲得する活動に分

けることができる､､

図4.i0は､業界を形成する各主体者を協調者と競争者に分けて示 したもの千
ある｡ 自企業は､協調者と協力することによって新 しい市場を開拓するとともに既

存市場を拡大できるO 競争事業者もまた同様に､かれらの協調者である補完的生産

者や供給者と協力して価値を創造し､両者は房事をめぐって競争を行うことになる｡

補完的生産者や供給者は､自企業､競争事業者にとって同一の場合もあれば､異な

る場合もある｡ 重要なことは､協調者と緊張関係をもって協力しあうことと､蘇客

を価値創造の瑠L-.ひっぼり込み共に価値を創造することである‥ -方.､規制者は､

童として自企業､競争事葉音及び新規参入者に対 して規制の影響を及ぼすo

｢リI./j 企業の ｢強み｣を ｢弱み｣に変戻る逆転の競争戦略｣(*:28)で山田は､
リ-ダ ･が転落する3つの トリガーとして､

①非連続的技術革新

･2ユーザ ･ニーズの変化

･3･法律 ･制度の変更

を指摘 している.:.. この中で､･､1は､白企業と補記的生産者や供給者の協力によ-I:)て

技術革新による新たな価値を創造することであり∴打ま､価値を創造するために蛸

寮のひっ;ぼり込むことによって衷頁客の欲する真のニーズを引き出し､それに応える

ことが重要であることをい-I:3ており､き:は､規制者の行う規制緩和､､規制強化､あ

るいは新制度､新規格の設定に棺意すべきことを数えている.:,

4.3.4 青畳通信業界の要道をめざして

マルチメディア揖屋通信サ-ビス事業の開始により､どのようにしたら衛星通信

業界に変革をもたらすことができるのか､後発企業であるNTTが街宣通信業界の

変革を行うための提案を規制者と補完的生産者に着目して検討を行うo

(1:規制者に対する戦略

規制者は､4,3.2で述べたように単-の監督官庁に限定されるものではなく､

通産省や運輸省のように隣接する業界を監督する官庁や､株主 く政蘇)としての未
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協調音

凡例
療 協調

吟 臨幸

L>.i.Li草:i

補完的 補完的

三二≡ 三 重 --二三-

一･-11コ- =".､..

競
争
事
業
者

競争者

図4.10 業界の協調者と競争者
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蔵省や総務庁なども関係してくる:､ そして､WTO合意に見られるように､他国の

政府なども含んだ柚井な戟轄GJl_:相互作用のヰ】でゲ-ムを行うj'Lr-ヤーの--つにす

育/lfくな･･･.''てき--(いる､

規制の使い方としては､

①守るために使 う

②攻めるために使う

のふたつがある-. これま-さは.､NTT法附則第2条などにより､他市業者から攻め

られ､規制に対 しては受け身の姿勢が強かったo一方､規制への対応の仕方には､

①既存の規制を前提にする戦略

②規制を変えさせる戦略

③規制を破る戦略

⑥規制のスキマをつく戦略

があるo これまでは､①の立場をとっていたが､衛星通信業界の現状を考慮すると

NTT法FJi則纂?集の根拠が薄れつつあることから､規制者に対 しては､既存のル

ールのメーカとして絶対視 し従順に従うのではなく､規制は変えうるものとして積

極日射こ働きかけていく必要があるo ③の規制を破る戦略とは､既存のルール自体を

破ることではなく､規制と業界の中で常識として考えられ当然視されてきた規制を

新 しい視点､耶駅から見菌していくことをいう‥

具体的には､上記の戦略に則り､下記事項を提案するo

①会員制､ユーザ限定による ｢放送｣の ｢通信｣への取り込み
従来､アナLjヴ映傾伝送 日-通信｣)を利用 していたA予備校は､デジタル化
移行に合わせて､衛星デジタル多IJやンネル放送 (｢放送.日 を利用 し各校へ
映憶を送ることとした1一･一方､同業のB予備校では.､ ｢通信.巨ごある衛星デジ

タル映像伝送に移行したC現実的に類似の基盤設備によって､ほとんど同じ形

態で利用 しているにも問わらず適用される法律は異なり､それぞれ別の事業者

が道営を行-二.ている{ 平成9年 12月には､規制緩和の-環として .r-放送_を
利用する予備校による受験生の白宅への通信衛星授業など､放送と通信の融

合サービスを促すため､不特定多数向けのサービスでも一定の条件を満たす場

合には､放送局の免許取得が不要となった_既にこの制度による放送事業への

参入の動きが見られるニ (*黒))
この例に見られるように､利用用途や利用者を限定する仕組みなどを工夫する

ことによ-I.7-こ､通信と放送の和合領域への参入を図ることができる_.

②第2種事業者を設立する
現状､NT'r法附則第2条では､本格的な荏星通信への参入に際 しては､分社

を検討するとなっている､‥.NTT自体で実施せず､グJLJ-プ企業として第2種

事業者を設立させることによって､マルチメディLJJ鞄屋通信事業を開始できる

可能性がある0 第2桂事業者については､事業開始が届出､料金は非規制とな

っており､規制を受けずに事業を開始できる｡ NTTは平成 11年 7月には､

長距離 ･ 国際会社と東西の地域会社再編成されることになっており､現時点で

NTT本体で事菜を実施することにそれほどメリットはないと考えられる｡.
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･さ長柱､試行サ--1ビスにより､班

規制によっT本サー.-ビスとしてr警

拭和の先取りを行う

施できない場合には､実験や試行サー一一ビス等

の枠組みを作り､札ETj着に奉];r.して頂き､サ.I-ビスの実施が利用者にと･_.,-日誌

に立つこと､社会への影響などについて調べ､規制者に規制緩和瑚動きかけを

行っていく｡ 規制が緩和されても実施できる体制になければ､先取りはできな

い､その意味でも､実柱や試行サーゼ スによ-/r木サ-ヒ,Aを実施 しJた場合に

起こりうる課題を事前に研究することは規制を克服する土で重要である｡

(2)補完的生産者に対する戦略

自企業と補完的生産者や供給者の協力によって技術革新による新たな価値を創造

することがポイントであり､補完的生産者が語であるかを認識 し､補完的生産者と

の連携､関係づくりを行うことである.. 図4.7､B]/..8の荘崖通信業界を形成

する主体者では､缶主体者問の貸本関係については特段ふれておらず､暗黙の前提

としノて貸本関係のない独立した企業としてみなして検討を進めてきた｡しかし､苗

星通信業界',I_おける第 1埴事業者であるJSAT及びsccは､主として在社を中
心とする多くの企業の出資こ:-.(i:二了r設立されている,:このため､某は供給者､補完

的生産者の多くが出資企業であることが多い｡同様に､顧客もまたいずれかの商社

のグルーブに属 弓~ることが皐いた虹､特定の資本関係を有 しないNTTは､全集I1

-ザを相手とするビシネスでは多くの場合､圧倒的に不利な状況に遭遇することと

なる｡ 従って､補完的生産者に対する戦略としては､まず誰が補完的生産者である

のか､補完的生産者L-_FJ･I.:--Lrはしいのかを明らかにすることが第 一･一であり､第二は

自企業と協調者及び顧客間の笥係づくりを強化すること､あるいは競争事業者にと
っての協調書 く補完的生産者+供給者;の関係を弱めることであり､第三は､騒客

を協調者の仲間にひっぼり込み､ユーザ ･二-謡を引き出し.､それに応えることで

あるo

具体ヨ鉦1.は､下記事項を提案するニ

①自らの事業の定義を明確にする

まず､マルチメディア荏星過信事業の実施主体､事業の実施形態などを明確に_

することであるこ あくまでNTT本体での実施L-_固執するのか､それとも比裏

的規制の緩い第2種事業者を設立し､NTl~本体と連携して実施するかを決定

することにより､誰が競争事業者で､誰が供給者であり､誰が補完的生産者で

あるかが明確になる 図4.7及び図4. 8では､白企業としてNTT本体と

して検討しているが､NTT霊草の第2種事業者がこの事業の主体者であれ'ば､

当然､業界を形成する魯主体者の関係は異なってくる｡

②業務提携､関係会社への出資を通 した関係づくりを強化する

供給者の代矧 占となることによって､供給者との関係づくりができる√..特定の

ベンダと代理店契約を結ぶことは､製造業者の製品を公平に評価 して最も良い

製品を扉頁卑L-_提供するというマルチベンダを売り物とするNl~~｢の方針と抵翫

するきらいがあるが､-方で最も優れた供給者との代津店英約は-一考の余地が

ある(...

また､企業_j: スから不特定多数を誘客とし~-(いく場合L:_-は､補完的生産者で
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あるコンテンツ提供者や家電 ･量販店との業務提携や出資などを考慮する必要

が{･換る､ /ルナメデー11ア符星通信 サ--ビスは､Per千ecIV!やr)irc･
cTVと技術基盤に共通点が多(､またこれらの基盤を薩って実施される衛星

デ-タ配J言･放送とは､リー-ビスS封式が交差 している､ 従 ･-,--(.技輔的なシナ

ジ ･や利斥者の封.r便性を図る上から､既存のJSATあるい はSCCと新規に
第2種の事業会社を設立することも桟討に確するo

③顧客のニ-ズに応える

顧客のニーズに応えるということはこのサ-ビスによって顧客が欲する､達成

し/たい∃的を支援することであり､頗客が読手事業者ではなく自企業に期待す

るとすればなぜなのか､どのようにすればそれが可能なのかを十分に吟味する

強要があるo 規制者に対する戦略としてあげた ｢③実験､試行サ-ビスにより､

規制緩和の先取りを行う｣は､顧客と-緒になって辞客の課題を解決 したり､

顧客の真のニーズを引き出す土でも､有効な方策である0 時に､無償で行う宴

験や試行サI.ビス其月間幸における料金割引などによる講客の出い込みは適宜実

施すべきである｡

'4･シンクタン/)やシステムインテ/]レIlJjを活用する

綿宵のニーズは高度/ヒ､多様化 しており､例えば √ル:TメディjJII.:jr星通信サー-

ビスを利用 して社内イントラネットを構築する場合には､企業によって要求条

件が異なるのが普通であるい 特Ll.その業界において往昔 通信サ-一ビスの利用が

7.∫-ス トユ･一一ザではない顧客は､.必ずといってよいはど規行サービスを利用

しているiJr用者よりも何かの点で憧れたものを求めている.､ そうすることによ

一二て､京頁客は同業他社の先進利用者に対 しT差別化を区るのが普通である., 梶

って､浪客業務を理解 し繰客の目的を支援する上で､シンクタンクやシステム

インテグレータ企業の活用が欠かせない:I

5.結論

5.1 要約

競争戦略を構築する視点から､まずはじめに事業法に基づいた業界の定義を行い､

その定義をもとに業界モデルと業界変革モデルを求めた さらに､業界の変革を行

ったヤマ ト運輸を取り上げ､これらのIl:-デルを使用 し~-('､どの{i:うにして業界変革

が行われたのか探ってみたt､最後に､報告者の属する企業の事業にこれらのモデル

を適用 しつつ､業界変革を行うにあた-_.lTの提案を行った,

以下､草業法に基づく業界の定義､業群モデル忍び業界変革モデルについて､そ
の有効性と限界についてIiL=とめるO

こ1)業界定義について

本紺究では､業界の定義を事業法に求めたっそして事業法での規制フレームに着

目して業界と製品 ･サービスの関係を示 し､かつそれらの製品 ･サービスを提供す

る主体者たちが､顧客の獲得をめぐって競争と協調が繰りひろげられる場を業界と

定義 した･.そのため､業界の把握が容易となる反面､競争戦時を構築する上では2
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つの限界を持つと考えられる O

①提供者の論理の限界

規制フレームは前述LJたとおり､とIII'らかというと製品の生産者やサーーービスの

提供者の活動や提供するものを提供者の論理で規定されることが多い｡製品 ･

サ-ビスは睦宵か唱入し.I-LTはじめて競争に勝つといえるわけで､その意味では

騒客の論理､顧客の購Å目的を支援する立場で見る場合に比較 して弱い面があ

るのではないか､

②過去､現在の論理の限界

規制フレ-ムは､過去あるいは現在の論理で規定したものであって､将来現れ

るであろう多様な､あるいは高度な製品 ･サービスに対 してすべて網羅 しては

いない 従･･･I..--(､新製品 ･サ･一･･ビスに対しノてどのような位置づけになるかを明

確には示すことはできない｡

事業法による業堺の定義は､このように-一定の限界を持つものの､業界の把握を

容易にする面もあることを忘れてはならない｡即ち現状における事業法における規

制ブL,--ムで一一.El業界をとらJi､この便宜的に設定された巣界と事業者が認識する

業界､顧客が認識する業界のギャップを見つめることによって新たな需要創造に活

かすことが可能となる｡ 例えば､現行の規制に照らし合わせて何が可能なのか､何

ができないのか､何が課題となっているのかを把握し､自社の事業領域を定める上

で利用することかできる｡ つまり､競争戦略を策定する上で､事業法による業界定

義は固定的にとらえるのではなく､業界把蛙の便宜的手段として活用すべきである一

I:2)業界モデル､業界変革モデルについて

JiB.制者と補完的生産者L-二着F]したこの業界モデルは､T記のような特徴を持つ｡

､手､業界の定義を事業法に求め､規制の強い産業を文子魚としたIIEデルである

全業界を形成する要lxjを同じ次元の主体者に統-一して表 し､扱いやすくした

3コ･一･･へテションの価値相関図をベースとL'-(作成 しノたものであるため､各主体

者は複数の環割を持つ場合があること､また誰が奉当の協調者で誰が本当の競

争者であるかを検討する場合に役立つ

甘箕界を形成する主J表音に､規制者と補完的生産者を含めている｡.規制者も-また

主体者のひとりであり､規制が必ずしも絶対的かつ変更が不可能なもの､敵対

的なものとしてとらえる強要がないことを示している

従って､競争戦略を構築する上でこれらのモデルは､

李現状の規制の範軍の明確化､末実現領域の確認を行うことができ､新サービス

創造へのヒントが得られる可能性がある

･′至､競争という両からだけでなく､協調という側面にも配慮することにより､ビジ

ネスにおける価値の創造と､協調者との協力の重要性を気づかせてくれる

･')業界を変えるのは規制者ばかりではなく､謂客を含む競争と協調のゲームへの

春i,lP者全貢がその可能性を括っている,: そして各主体者L-_とっての業界の定義

こ認識)は､何をやりたいのか､なぜそうしたいのかといった戦略的意図や事莱

の定義､市場戦鴫によっても影響を受けることを示している._,
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5. 2 今後のIT,定

本研究で検討 した業界モデル選び業界変革モデルをヤマ ト運輸の業界変革の説明

に使用 した結果､説明モデルとしてほぼ有効であるとの感触を得たo しかしながら､

報告者の属する企業のマルチメデ宥ア衛星通信事業の競争戦略立案において凍モデ

ルを適用するにあたっては､さらに詳細な検討を重ねていく強要があると考えるo

｢戦略の立案は戦略ではない｣(*30)であり､ ｢戦略釣本質､基盤は独特の業務活
動にある｣ (*3最 である｡ 奉研究では､氷山モデルでいえば､戦略を具体的に実現
していくための組織の仕組み､能力選び資源については言及 していないO戦略は業
行されてはじめて業績に結びついていく｡

今後､奉事業が奉格展開される場合には､まず行動を起こし､次々に発生する課

買頁を師決 し乗り越えていく7-L｣セスを通 して､木浦究で提案するモデルの有効性､

課題を検証 していくO 氷山モデルでいう隠れた相通の部分の充実にカを注ぎ､自企

業の変革とさらには衛星通信業界の変革に寄与 したいo

6..:_*吉手

本研究を進めるにあたっては多くの方からご指導をいただいた0時に､亭発覚指導

員である根来龍之先生には､文献研究から始まり､モデルの構築､事例研究を経て

奉モデルの適用に至るすべての研究過程において､誠意あるご指導､支援をいただ

いた=埠に､.貰事な時間をさいて夜遅 くまでご指導され､柑究に対する厳 しさと探

求心の≡王盛さを身を手書･_?て示 していただいたことは､本痛究を進める中で遭遇 した

いくつかの試練を乗り越える上で大きな支えとなった､､厚くお礼を申 し上げたい､

また根来柑究室の各位には､課題柑究の授業中のみならず熟心に議論 を重ね多くの

示暖をいただいた.二.ここに深く感謝 したい..

社会人としての私が本研究を完成させることができたのは､民国の人たちのおか

でもある.: 本大学院への通学を快 く許 していただいた職場の_iL_司であるNTT衛星_

通信推進室向井正室長 ､並びに私の時間的なわが-i=まと不在時の業務を支援 してく

ださった同僚には心より感謝し､お礼を申し上げたいI:.そして､産能大学大学院の

笑生方､事務局の方々と､多くの方々のご支椋と協力に対 して､ここに深く感謝す

る次第であるo

B-蔓後に家族の支えと応譲があったことを､ここに記 しておきたい,.,研究をまとめ

ることができた去びをとも∴分かち合い､心から感謝するものである.J

i998年IF喜
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用語の説明

本文､図表中の用語で､最初L-尊湯する箭柿で太文字で占己述 された用語LIついて

アルファベット順､アイウ⊥オ順で説明 している.ニ説明は主に下記文献を参照 し､

一部加筆 しているO (☆数字)は､参考文献の番号を示すo

こl＼･ L98年版 情報 ･通信新語辞典 日経 BP社 (1flfr(-)
(2)新情報通信早わかり講座 1および2 日経BP社 (1997)

アルファベッ ト煩

DAMA(DemandAssignmentMultipleAccess)
要求に応 じて衛星回線の設定に必要な周波数帯域幅を割り当て､多元接続を行う

要求暗回線割り当て方式をいうo衛星回線を利用後は周波数帯域 を解放するため､

D∧M∧音量i/･･梓を用いることにより街宣回線の効率的な利用が可能となる､､

IMT2000

0って検討を進めているこ 具体的には､十パーソナル端末まで含む各挿端末を提供

できること､②国内で使用する端末が海外でも使えること､③できるだけ固定網と

同等の通話品質を確保することを目標 としているo

IPマルチキャス ト/IPMキャス ト (IPmulticast)

TCP/IPの世界で､同じデ-タを同時に多数の相手に送信する技術を指すて

マルチキャス トを実行するためには､クラスDを呼ばれるア ドレス体系を用いる｡

IPマルチキャス トのための経路制御方式としていくつかあるが､まだ 1つの方式

に統一され~rはいない｡

MCA (MultiChannelAcceSS)

共同利用設備である制御局を中心に､指令局と移動局によって構成される無線通

信システ1､で､複数の周波数の中から自動的に空いている馬波数を自動的に割り当

てて通信を行うc MCA無線は.､免許取得が再易である､経溝的なシステム構築が

できる､逓聴 されにくいなどのメリッ トがあり､大手の トラック賢者に(トごて積極

的に利用されている‥.

MPEG2 (MovingpictureExpertsGroup2)
現行放送や卜1DTV こ高塙紺テレビ)､AV機器などへの応用 を意識 した匡際標

準化中の畠能率符号化技術ぐ.lSOと IECの合同組織であるSC29/WGll
で標準化の作業を行-I:jTきた.､画像の転送レ- 卜は4Mから60Mビッ トの卜1DT
vに耐え門る規格となり､デジタル ･メデ ィアの家庭への普及やソフ ト制作のデジ

タル化を進める原動力となっている,:.

0CN (OpenComputerNetwork)
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NTTが96年末から顎出したイン/j-ネット･サービスの名称J■重話ノ/′lSr)

N同線を利用するJjイ-･117jLJ-j7･:;フ一手妄続サ-ビスと､128k､l.5M､SM及び
50MBビット′/潮トの専斥きま続-リI-ビスがある., 50Mビット/'秒のサ-ビスはA

TM (非同期転送IT_･--ド 技術を用い~-(いる｡

oDN (OpenDataNetwork)
E本テL,コムが提供するOCNと同様のインターネット･サービスであるこ,

VSAT (VerySmallApertureTerminal)
I.'＼｢径の]Jンテナを用いた青星通信用送受信袋帯をいい､利用する周波数帯､パワ

ーなどに一定の制限があるが､無線局免許の取得が容易､無線従事者の配置が不要

などの特典があり､利用が進んでいるO平成ア年度末でVSAT地球局は､4279局 ぼり

御地諾局を除く:･にのぼっている:､

アイウエオ憤

一般第2種電気通信事業

特別第2種事業以外の第2種電気通信事業をいうo 童に､第 1種事業者の専用線

を分割 して再販する事業と.､専用サーービスに何 らかの付加価値をつけて電気通信サ

ービスを提供する事業 い/AN)との2つの事業を行っている.I,

衛星デジタル 多チャンネル放送

衛星デジタル多チャンネル放送とは､放送分野においては我が同初となる本格的

なデジタル技術を衛星放送 (CS放送)に湧泉した放送である｡ このデジタル技術
の導入により､多チャンネル化による放送産業への参入機会の拡大､番組及びその
提供方法の多様化による視詰者の選択範囲の拡大､さらに通信 ･コンピュータとの

連携等によるサービスの志度化等など､多種 ･多様な新 しい放送サービスの提供が

期待される｡ 8年3月に呑制度導入のために整備が行われ､同4月には通信衛星J

CSAT-3を利用する::量目土に対 し委託放送業務の認定が行われたC (*22)

衛星データ放送

衛星データ放送とは､?_転T星放送L-おける､データ伝送に使用可能な領土或を使用 し

て､デジタルデータをハケットで伝送するもので､ファクシミリ､パソコン､テレ

ビ受像機の端末に各稚デ-夕を出力するサービスであるo

大容量の情報が､高速かつ安価に全国に一斉配信可能で､画像 ･吉声 ･文字 ･ソ

フトウェア等のサ-ビスの組み合わせが自在で､拡張性､柔軟性があり､マルチメ

ディアの先駆けとなる放送の形態であるO を☆223

構造規制

構造規制とはどのタイプの潜在的企業に対 し~ことのタイプの事業活動に従事する

;ilE格を与えるかをあらかじめ決定することによって､規制建染の組織構造を設計す
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る規制行為であるO

具体的には<事業の目的>､<事業区分の設定>や<外資規制>が該当するo

行動規制

構造規制によって事業を行う資格を原理的に与えられた企業が選択する黒体的な

事業戦略に対して､規制当局が行う行政的干渉行為である｡

具体的には､構造規制によって参入を認められた企業が事業開始の新生を行う際に､

その参入を許可するか否かを審査 ･決定する<参入規制>と､事業に業際に参Åし

た企業が新生する料金水準 凋斗金体系を審査してその適否を決定する<料金規制>

が該当するO

国際電気通信連合 (ITU)
InteTnationaiTelecommunicationUnion

1932年に万国電信連合を再組織 して発足した国際電気通信関係の国際団体0

i947年から国際連合の傘下に入っている｡ 岩岳意意思決定機関は全権委員会議

と呼ばれ､通常5年ごとに開催されるo 常設機関として､事務総局､無線通信部門

(JTUIRT･､電気通信標準化部門 ･日 TU-･T)､開発部門 (ITUID二lな

どがある｡

裁量型規制

明示的な法律や通達の次元を越えて､監督官庁による行政指導や業界各社の自主

調整という形の規制をいう.こ (☆20)

事班会 (運輸､郵政)

国家行政法の第8条に基づき､回の行政横間に付置されて､特定の事項に問する

諮問に応えて審査 ･評議する合議制の機関o
運輸政策に関しては運輸省には運輸審議会が設置され､運輸大臣の諮問に応えて答

申を出している二 (☆1:j)

電気通信分野においては､郵政省に電気通信審議会が設置され多くの政策課題に関

する郵政大臣の諮問に応えて答申を出している｡なお､電気通信技術の標準化など､

技術に関する事項については電気通信技術審言義会が､また電波監理については電波

監理審議会がそれぞれ答申を行っている､､

第1種電気通信事業
第 1種電気通信事業は､電気通信回線設備を設置して電気通信役務を提供する事

業とする- (電気通信事業法6条)

第l種事業を営む場合､電気通信事業法により郵政大臣の許可が必要である｡

テレデシック

94年3月に米国で設立された､衛星を利用した地球規模の通信サ-ビス会社､‥
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六マイクロソフト社のビル ･ゲイツ会長とマtl/･･コ-セルラー社 (IlaAT&Tに竣成;.
のJiL/イ/i･マッコー-会長が共h]-lLT.構想 したIJ地表から約 -/00kmの低軌道に2

88個の小型衛星を打ち上げ､地球よをすべてか 〈-する無線通信サービスを提供

する計画O

電気通信事業法

1985年4月l∃より､施行リ本事業法は､電気通信回線設備の保有の有無に
より電気通信等濃を区分 昔 l種､特別第2稚､-般第2種:)し､電気通信サービ

スへの番人､料金及び外賓制張の緩寿;ほ どについて規定 している.,

宗l韓事業については､参入は許可性､利金などの約款については認可制とされ､

特別第2種事業に関しては､参Aは登録制､約款は届け出制､-般第2種事業につ

いては､参入の届け出だけを義務づけ､料金などについては原則非規制としている､･

第 1条 この法律は.､電気通信事業の公共性にかんがみ､その運営を適正かつ合理

的なものとすることにより､電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利

用者の利益を保護 し､もって電気通信の健全な発達選び国民の利便の確保を図り､

公共の福祉を増進することを目的とする､_;

電信電話技術委員会 (TTC)
TheTeleeommunicathnTechnologyCommittee
1985年に設立された民間の電気通信に関する匡内標準作成団体｡頒在､買 l
韓/買2嘩電気通信事業者､メーカー､ユーザーなどからなり､TTC標準を作成

している.-

電波産業界 (ARIB)

Assodationof況adiolndustTiesandBuSinesses

通信と放送の両分野の無根技術に関する標準規格をつくる民間の社団法人.､

通信の無線分野を担当し.てきた財団法人電波システム開発センターと､放送分野を

担当してきた任意団体の放送技術開発協議会 (BTA/tを95年 5月に統合したも

の.郵政省の電気通信審議会での無線JJi野の審議内容の実質的な技術仕様をまとめ

る.:, 統合化により､通信と放送の融合に対する技術案件の検討を円滑にするねらい

があるO

特別2種電気通信事業
電気通信設備を不特定かつ多数の者の通信の用に供する第 2種電気通信事業であ

って当諸設備の規模が電気通信回線の収容能力を基礎として政令で定める基準を越

える規模であるもの及び本邦以外の場所との問で通信を行うための電気通信設備を

他人の通信の用に供する第2種電気通信事業とするO (電気通信事業法21嚢)

日本電信電話会社法 (NTT法)

通信の自由化に際 して､電気通1.a.事業法とともに1985年4月l日施行.,
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NTlの/1_t共性に鑑み､NTTの業務範囲､専業者としての責務､株式の取扱など

について規定 している､

第 l条 l 日本電信電話株式会社l･!,･､lil内電気通信事業を経営することを目的と

する株式会社とする0

2 会社は､前項の事業を営むほか､これに付随する業務及び郵政大臣の認可を受

けて､その他のEE/Jを達成するために必要な業務を営むことができる ; この場

合において､同項の事業に付帯する業務に関し必要な事項は郵政省令で定めるO

ネッ トワークの外部性

同棚規格の財を消費する消費者が増えれば増えるほど､当該財の個々の消費者に

もたらす便益が増大する現象をいう-. 電話ネットワーI-クの場合､加入者が増えれば

増えるほど､力]入着自身の便益が高まるが､このような場合､ネットワークの外部

性が存在するという｡ (3112()::

範関の経済性

複数の村 ･サ‥ビスを複数でどのような財 ･iJ-ビスごとの組み合わせで掠りJJl

けて生産 しても､単一の仝業で生産 した場合よりも効率性の点で劣る場合に範囲の

経活性が存在するという.. (☆20)

放送法

昭和 25年施行｡放送に問する基本事項並びに日本放送協会 ･:NHK)､放送大

学学園及び一般放送事業者について規定 している:,

荊l条 この法律は､圭に掲げる原則に罷って放送を公共の福祉に適合するように

規律 し､その健全な発達を図ることを巨的とする.｡

l 放送が5]民に最大限に普及されて､その効用をもたらすことを保証すること｡

2 放送の不偏不党､貞実及び自律 を保証することによって､放送による表現の

E]由を確保すること,_.

3 放送に携わる者の織責を明 らかにすることによって､放送が健全な民主主義の

発達に貸するようにすること｡

マルチメディア基本構想

NTTは､平成 6年 1月に､ ｢マルチメディア時代に向けてのNTTの基本構想

及び当面の具体的取り組みについて｣を発表 し､この年を 1-マルチメディア元年｣

として､新 しい高度情報化社会の創造を呼びかけたもの｡マルチメディア化を進め

るために情報提供者､メーカ､ユ･･-1ザ､国立柑究機関などの広範な参加による rマ

ルチメディア通信の共同利用芙験｣を平成 6年9月から開始 し､高速コンピュータ
通信利用実験､一般利用向けマルチメディアネットワーク利用実蛙､CATV映像

伝送利用実験やマルチメディア衛星通信利用実験などを行っているo

(以上)
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資料 1

資本金

売上高

経常利益

代表取締役社長

社員

創立

事業内容

事業所

関係会社

(l/31

ヤマ ト運輸株式会社

686億83百万円 摘7年3月兼現在)

5,476億89百万円 (95年3用期)

5,982億47百万円 (96年3月期)

6,476億84百万円 鰻7年3月期)

且95億95百万円 (95辱3月闘う

212億73百万円 (96年3月期)

239億76百万円 (97年3月期)

有富慶ニ

65,973童 亡弟楓 716名､女ユ7,257名)
大正8∈191郎 卑11月29日

宅急便 ･引越などの市民生活栄達輸送､航空貨物 ･

海上貨物の国際複合一貫輸送､美術品輸送機

本社〆東京

支社′/札幌､仙台､､東京､新潟､名古屋､大阪､岡山､

福岡

支店 .営業所//全匡主要都市を*心に2,().I:1カ所

海外/97カ所
ヤマ トシステム開発 (株)､九州ヤマ ト運輸 :描)､

四国ヤマ ト運輸 摘射 ､沖縄ヤマ ト運輸 (秩)､

京都ヤマ ト運輸 津島)､神戸ヤマ ト運輸 相射 ､

千Jt田梱包工業 .･:棟)､ヤマ トコレク トサ-ビス (樵)､

ヤマ トホ-ムサーービス :札:

ヤマ ト商事 (樵)､ブックサービス (二棟)､ヤマ ト･

ユ1--ピーエス (樵)他銅土

海外現地法人15社

宅続く)
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日

nHH

平成元年 (旦989)年

平成2日990)辛

平成3拍99吊 年

平成4拍992)年

平成5日99割 年

平成G(1994)辛

平成丁(lL閏;-);辛

平成8日996)年

(2.′′′3)

当社創立 東京IJrll-京橋区 .:現在の沌京都中央区)にて

車両.圧丁をもって貸t],1卜-}ツク輸送を開始,

東京-横浜問に本格的な定期便を開始 (わが国最初の

路線事業 ) 0

東京税関貨物取扱人の免許を受け､通関業務を開始o

親子猫マーク (商標)を制定し､使用を開始｡

美術梱包輸送業務を開始｡

貨物輸送に関する全国オンラインシステム 猶E髭0

トータルシステム)を開始､､
『宅急便』発売O

商号をヤマ ト運輸株式会社と改称o

L:スキーー宅急便二発売

:lゴルフ宅急便J発売

:引越らくらくハ､:,Iク.､発売こ
Eこう聞便.'発売r､

l~コレJLJトサ-ビス貞開始..:
F･-jックサービス:､ こ丁jS宅急便.発売｡
ドゥ･-ル宅急便!.､ 'ヤマ ト･ザ .シーメール｣発売=,
｢夜間お届けサ-ビス｣開始｡

『空港宅急便』発売｡

l■ぼくの引越i:ttL.1L:rLi()工 発売:､
全国自社の宅急便ネットワーク完成o

r宅急便タイムサ一･･一七 ス_閲始､.

第1!次､洋Mシステム運用閏始り

…引地らくらくエコノミ-パック.:発売り
宅急便サイズを拡大し､上付､怖)サイズ増設(.

複数口減客員制度を開始ー

海夕月恨 i一海夕柑｣送サ-ビス‥､

:引越らくらく海外バッJJ.[発売､､
宅急便発売開始からの発送個数が50億個を超えるo
新 トランクルームサービス :収納便l発売｡

｢JJrヨネコメール便‥.発売｡

年末年始営業開始O

(続く)
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1'3/3)

一貫体制 ･-嘗責任のための許認可

通商産業省

郵政省

運輸省

労働省

電子計算センタ-安全対策案施事業所認定

システムインテグレーターー認定

特定システム寸へレ-ション認定

一般第二種電気通信事業者届出

関東電気通信管理局無線局免許

第-種利用運送事業選び還送取次事業登録

倉庫業許可

トランクルー.ム認定

-般労働者派遣業許可

:'財:;E]本適合性認定協会 FSO9002

川nlJH:･irrl恥''IIY.＼＼LYrO■Ⅸ＼､l'Sl畑工'(､()..T:ll).

本資料は､ヤマ ト運斡 (桟)のホームへ･.-ジ

紬ttp://www.kuronekoya皿atO.CO.jp/)で公開された情報である｡

73



資料 2

日奉電信電話株式会社 (NTT)
㌔Ⅰ廿江､∴Li:.(-;.[日日1:Lulil.ILElPHO＼.l:.(､()!汁Ol～,廿rrハ

所在地 〒帖ミi!.･東京都新宿区西新宿三丁目19番 ?早

音太仝 7956億円 (平成9年3戸3lE.現在:!

従業員数 16l.5.5千人 ::平成9年9月30日現存)
発行済株式総数 15912千株 (平成 9年9月30日現在)

8年度営業成績 営業収益 63712 経常利益 36

投機利益 1794 ､.lil/立:億円)

主な事業内容〆渓内電気通信事業

ざ~'Lf.1話サービス｣

･日/2)

59

億円未満切捨

加入電話､メンバ･･-ズネッ ト用電話､着信用電話､支店代行

電話､内部通話用電話､緊急通報用電話､

電話､盟衆電話､空港無線電話サービス

｢電信サーヒス｣

有線放送電話接続

力1人電信サーヒス､マリンテレサービス

r電幸帥1--ビス｣

電報サーヒス

し専用サーー-ビスl

-一般専用サービス (帯域品目 ･符号品目)､高速デ ィジタル

伝送サー･ビス､ATM専用サーービス､統合車用サービス､映像

伝送サービス､テレビジョン放送中継サ一･一･ビス､

衛星通信サーービス､無線専用サ-ビス

二~ディジタルデータ伝送サ1-ビス二

回線交換サー-ビス､パケ､ント交換サービス､､フレームリL/-

サ-ヒス､セル リレ=-サービス

;その他のサービス]

ファクシミリ通信網サービス､テレビ会議サービス､ビデオ

テックス通信サーービス､公衆ファックスサービス､総合ディジ

タル過信サービス､オフ トーク通信サービス､信号監視通信

サービス､オーブンコンピュータ通信網サービス､

電話帳サービス

附帯事業

電話などの販売､惰寺開斗回収代行サービス､電気通信コンサル

ティング､テレホンオベレータサービス､研修 ･セミナー

(続く)
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(2/㍗

取締役及び監査役

J代表取締役会長

■代表取締役社長

■代表取締役副社長

曹常務取締役

』取締役

■取締相談役

』常勤監査役

溝田茂Jt

宮津純一郎

井上索-､青木削晴､浅田和男

早田朴餅.､池EEJ.R､木壊憎-､鈴木止誠.､松尾勇二.

市Jr,nrA司､革岨利之､和≡紀夫､m.島帝､石川宏

牧野詔-､島田博文､芝尾昌宏､布膏龍司､新井忠之､

三田清､伊漂遠来､宇田好文､高島征三､三浦怪､

武内道雄､上野至大､福井敏明､沖見勝也､加藤邦綻､

蛍運慎一､笠原正昭､小巴旦治､賛宗克行

瀬島龍三､児島仁

儀融点､小島正行､lli本正､塩E】徳彦

主な事業所および柑究所 二平成9年9月30E]現在)

r本社 :東京都新宿区西新宿三TEH 9番2号

b事業本部 :長距離通寸言事業本部 (東京)㌔

東京支社 ::東京､･､同素支社 :東京)､信越支社 (長野)､東海

支社 :二愛知::､北陸支社 ･:石川)､関西支社 (大阪)､中両支社

(広.P,)､四回支社 ･:愛媛)､九州支社 (熊木)､東北支社 (宮城:.･

北海道支社 (北海道)､電報事業本部 (東京)､

マルチメディアネットワークサーービス事業木部 (東京)

IL支京 :87

}ネットワ-･-クセンタ等 :192

■海外事務所 :バンコク､ジュネーブ､ジャカルタ､北京､香港

離研究所 :総禽研究所

し通信網総合研究所 (東京)､

マルチメディアシステム総合研究所 (神票J旧 ､

基礎技術総合研究所 (神奈川)J

研究所等 :15

本資料は､NTTのホームへ-ジ (llLtt)::I,′心川.】1日.er一.jp,/I)で公開された惰軸 ､

並びに FNTris- 1997冬 (第且3期車間決算時集)｣より作成 したものであるo
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資料 3

会社概要

日了2)

:輯:-･E木 リテライ トシステムズ

会社名

和文名称 : 様式会社R本サJニライ トシステ1､ズ

美文名称 : JapanSateHiteSystemsine.
略 称 : JS:廿 ジエイサット

設 立

1985年2月18日 日本通信衛星絹集)設立
1985年4月5日 (樵)サテライ トジャパン設立
1993年8月17日 両社禽悌 く株)日本サテライ ト

システムズ設立

所在地

太 祖 :〒l(吊 束京都溝Lxi虎ノ門j-2(うーr)
虎ノ門17森ビル5階

TL･1.tl.'il5511-7̀Il':PI".･(代表)
Fax.03-3597-0601

横浜衛星管制センター (主局) :

〒226 横浜市線区三保町229-1
Tel.045-922-7且11(代表)
丁:1.1･.i:t･,!1-)-一里:･ミ-I/H().ll

群馬衛星管制所 (バックアップ局) :

〒370-35 群馬県北群馬郡榛東村
大字新井字桃泉3590-i

資本金

275億円

株主構成

伊藤忠商事株式会社

三井物産株式会社

住友商事株式会社

日商岩井株式会社
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lJ_,/2)

代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

也

剛
人
生

春

博

朗

世

樽

昌

道

隆

療

養

吉

裕

勝

明

田

茂

田

渡

島

井

坂

井

村

末

書

丸

津

石

岩

奇

相

永

野

野

役員構成

業務内容

通信衛星の保有 書運用 ･管理ならびに衛星 トラン

スポンダによる､電気通信サ-ビスお{tび受託

凶内放送サービスの提供

木資料は､ (桔)E]本サテライトシステムズのホー-ムべ一一･ジ

翫 t節;//www.jesat.co.jp/)で公開された情報であるO
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;i雫料4

宇宙通信株式会社

SpaceCommunicationsC肝POrat豊潤
住所 東京都品川区東品川二丁目2番8号

代表者 代表取締役社長 法名 輝彦

資本金 払込資本金600億円

設立年月日 昭和60年3月22日

株主構成

三喜商事株式会社

株式会社ニコン

三菱自動車工業株式会社

三菱重工業株式会社

三菱建設株式会社

旭硝子株式会社

三菱信託銀行株式会社

三菱製鋼株式会社

三菱石油株式会社

東京海上火災保険株式会社

三菱伸銅株式会社

三貴製紙株式会社

キ1ノンビール株式会社

三菱マテリアル株式会社

三菱化学株式会社

三菱電機株式会社

三菱アルミニウム株式会社

三蓑倉庫様式会社

株式会互東京三責銀行

三菱電線工業株式会社

巳木郵船株式会社

三菱地所株式会社

三菱化工機様式会社

三菱レイヨン抹式会社

明治生命保険相互会社

株式会社三菱総合研究所

三菱瓦斯化学株式会社

三菱樹脂株式会社

事業概要

宇宙通信は1985年6月に郵政省より事業許可を得た第一種電気通信事業

者として通信衛星 ｢スーパ-バー ド｣を保有 し､国内 ･琵際における ｢衛

星通信サ･-1ビス｣､ ｢受託衛星放送サービス∴､ ｢怒号デジタルD.Ⅶ,1

サ-ビス.｣､及び ｢71)in.(､PCサービス.:を提供 しています｡

本賃料は､宇r由通信 (株)のホー-ムぺ-ジ (lllirJ:･,'1､･rt川･.州Ⅰ)=11il-(L(～().jp/)
で公開された情報である｡
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資料5

:rii位:佃1万円
年度 JSAT売上 JSAT利益 SCC売上 SCC利益 1ヽ丁売⊥ N1'周り益
平成元年 7,897 -3,765 5,815 -3,714 注2 注2

2年 7,365 -1,459 註l o - - -

3年 25,108 壷57 0-3,900 3,491 -548

4年 20,187 1,856 - -工1伸 上807 -803

5年 且7,235 -611 14,416 -4,905 上028 -1,318

6 年 且5,688 -1,326 16,390 -2,308 884 -上343

7年 且6,740 -1,618 18,317 ㍗ll 959 -1,342

注l:SCCは､.平成2年2月の2号衛星の打ち上げ失敗､また同年 12月に
1号衛星の故障により運用を停止 し､平成4年の代替 2号機による再開

まで､2年 3ケ月r:i_;il業を停止している二

注2:NTTの衛星通信業務の収支状況につし､･では､ -NTT法附則第2集に

基づき講ずる措置｣により､毎年その進捗状況が郵政省へ報告される｡

i主3:JSA~T､SCCの利益は経常利益で､NTTの利益は営業利益で示すし
出所 :文献 (*21)､各社財務諸表および注2の報告による
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